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◇ 表紙の写真説明 ◇ 
 

＜サンガスタジアム ｂｙ ＫＹＯＣＥＲＡ＞ 
 
 

令和２年に完成しましたサンガスタジアム  ｂｙ  

ＫＹＯＣＥＲＡ（京都府立京都スタジアム）は、収容人数

２１，６００人を有する、サッカー、ラグビー、アメリカ

ンフットボールなどの専用球技場で、ＪＲ亀岡駅の東側

に位置しています。 

京都サンガＦ.Ｃ.のホームスタジアムとして活用され

るほか、サッカーやラグビーなどの国際試合が開催可能

なスポーツ施設でもあり、音楽や地域振興の催し物など、

府内最大級のイベント会場として、地域のにぎわいを呼

び起こしています。 

 

 

 

 

 

 

写真資料提供：亀岡市  電話 0771-22-3131（代） 

URL https://www.city.kameoka.kyoto.jp/



 

ま  え  が  き 
 

この消防年報は、京都中部広域消防組合の現況と令和４年中の消防行政

に関する実態を統計的に収集し、消防行政の合理的運営と消防力の充実強

化をめざすとともに、消防事情を多くの皆様に紹介することを目的として

編集しました。 

なお、諸表については、表の上部にそれぞれ記載した年月日をもって作

成しています。 

この年報が消防機関はもとより、広く関係各位に利用され、消防行政の

推進のための参考資料となれば幸いと存じます。 

 

令和５年１０月 
 

京都中部広域消防組合消防本部

 



構成市町 

【 亀岡市 】 
 

 

 京都市の西隣に位置する亀岡市は、自然や文化資源が豊富

で、大都市との交通アクセスにも優れた「来てよし、住んで

よし」のまちです。 

 「京の奥座敷」や「京の穀倉地帯」ともたとえられる本市

は、湯の花温泉、保津川下りや嵯峨野トロッコ列車などの観

光スポットに恵まれ、一年を通じて多くの観光客でにぎわい

を見せています。また、四季折々の美しい花木は、訪れる人々

の目を楽しませ、亀岡のおいしい水に育まれた京野菜などの

新鮮な亀岡産農産物は、人々の心を魅了します。 

 本市では、まちづくりの指針である第５次亀岡市総合計画

のもと、環境先進都市の実現に向けた取組や、セーフコミュ

ニティ活動を推進するとともに、「ＳＤＧｓ未来都市」とし

て、人に選ばれるまちを目指し、安全・安心、定住・交流な

ど、まちづくりのあらゆる分野で次の時代をリードするまち

「人と時代に選ばれる リーディングシティ亀岡」の実現を

目指しています。 

【 南丹市 】 

 

 

 南丹市は、京都府のほぼ中央部に位置し、北は福井県と滋

賀県、南は兵庫県と大阪府、西は綾部市、京丹波町、東は京

都市、亀岡市に隣接する面積 616.40平方キロメートル（京

都府の 13.4パーセント）のまちです。 

 地勢については、緑豊かな自然に恵まれた地域で、大半を

丹波山地が占め、北部を由良川が、中・南部を淀川水系の桂

川（大堰川）が流れ、その間にいくつかの山間盆地が形成さ

れ、南部は亀岡盆地につながっています。年平均気温は、13

度前後で、山陰内陸性気候となっています。 

 「ふれあいの森・国定公園ゾーン」「やすらぎの田園ゾー

ン」「にぎわいの市街地ゾーン」「癒しの里山ゾーン」のそ

れぞれの特色を生かして、定住促進に向けた整備を行うこと

で、「森・里・街・ひとがきらめく ふるさと 南丹市」の

実現を目指しています。 

【京丹波町】 

 

京丹波町は、古の時代から古都京都への食や木材の供給地

として、緑豊かな森林や大河がもたらす大いなる恵みにより

築かれてきたまちです。 

南には、1,600万人が暮らす京阪神地域、北は豊富な漁場

を持つ日本海、西は山陰地方へと、古くから人と物が行き交

う交通の要衝として栄えてきました。 

本町では、「まちにあるもの＝地域資源」と捉えて「森

林」「食」「子育て力」「地元力」を活かし、「資源の循

環」「経済の循環」「人材の循環」「暮らしの循環」として

互いに影響しあうことで、まちで暮らす人の地域への愛着の

深まり・やる気につなげ、元気で楽しいまち、人々が訪れる

まち「日本のふるさと。自給自足的循環社会●京丹波」を目

指しています。  
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概   況 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 





１ 
 

1．位置、地勢、特性 

当消防組合は、亀岡市を中核として、南丹市及び京丹波町の２市１町で構成

され、京都府の中央部にあって、地勢は大阪湾に流れる桂川（淀川水系）と日

本海に流れる由良川の分水界にあたる丹波高原一帯からなり、人口は約 13 万 

人、京都府総面積 4,612.20ｋ㎡の約４分の１を占める 1,144.29ｋ㎡を有してい

ます。 

この地域は、北東部に標高 700ｍを超える山岳が連なり、福井県と接し、西部

はなだらかな山並みが広がり兵庫県と、南部は亀岡盆地があって、大阪府、京

都市と接しており、古来畿内から山陰や日本海方面に向かう重要な交通路とし

て、また都の西門にあたる戦略上の拠点として発展してきました。 

主要交通としては、ＪＲ山陰本線が圏域の南西部を縦に貫き、京都市、福知山

市、綾部市と結んでいます。また、高規格道路の京都縦貫自動車道が名神高速

道路大山崎ジャンクションから京丹波町を経て宮津市に、一般道路の国道９号

線が京都市から福知山市に、同 27 号線が京丹波町から舞鶴市に、国道 162号線

が南丹市美山町を南北に縦断して福井県と結んでいます。さらに、国道 173 号

線が、京丹波町の瑞穂地域から南へは阪神都市圏に、北へは綾部市に至ってい

ます。 

近年、京都縦貫自動車道やＪＲ山陰本線京都駅～園部駅間の複線電化等の交

通網の整備が進み、地域潜在力の高まりや沿線地域である亀岡市、南丹市、京

丹波町への製造業、卸小売業、サービス業等の企業が展開してきており、京阪

神近郊の新しい振興拠点地域として、都市の形成が図られ、豊かな自然のなか

で健康、スポーツ、学習、交流を行うことができる定住性豊かな丹波高原緑園

都市の基盤整備が進められています。 
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2．沿革 

年 月 概   要 

昭和 57 年 

4月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5月 

8月 

9月 

 

 

 

 

 

 

10 月 

 

 

 

 

 

 

 

12 月 

 

京都中部地域の消防の常備化を確立するため、亀岡市消防本部、署を発展的に

解消し、亀岡市、北桑田郡及び船井郡の 1市 8町により京都中部広域消防組合

を設立 

管理者に谷口義久氏（亀岡市長）、副管理者に西村美孝氏（亀岡市助役）、平

岩祐夫氏（京北町長）、山内忠一氏（美山町長）、野中一二三氏（園部町長）、

細見健氏（八木町長）、田端長夫氏（丹波町長）、湯浅宏氏（日吉町長）、畠

中正二氏（瑞穂町長）、竹内義男氏（和知町長）、収入役に安藤重直氏（亀岡

市収入役）が就任 

議長に松浦芳実氏（亀岡市議長）が就任 

消防長に溝口弘和氏が就任 －職員数 109人（条例定数 132 人） 

亀岡消防署、東出張所の業務を開始 

園部消防署、京北・美山・丹波出張所庁舎新築工事を着工 

職員 2人を採用 －職員数 108人 

園部消防署、京北・美山・丹波出張所庁舎が完成 

消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型 4台を購入、園部消防署、京北・美山・丹波出張

所に各 1台を配備 

救急自動車 2Ｂ型を園部ライオンズクラブから 2 台、京都府共済農業協同組合

連合会及び日本消防協会から各１台の寄贈を受け、園部消防署、京北・美山・

丹波出張所に配備 

職員 1人を採用－職員数 109 人 

通信指令装置Ｂ型を消防本部に設置 

園部消防署、京北・美山・丹波出張所の業務を開始 

 園部消防署－署長以下 16人体制 

 京北出張所－職員 8人体制 

 美山出張所－職員 8人体制 

 丹波出張所－所長以下 9人体制 

管内が広域であり、消防通信体制の確保を図るため京北町大字下中、美山町大

字静原、美山町大字田歌、丹波町下山に消防用無線の前進基地局を設置 

組合章を制定 

昭和 58 年 

2月 

4月 

 

 

8月 

 

議長に桂実郎氏（亀岡市議長）が就任 

副管理者に 田進氏（亀岡市助役）、山﨑高明氏（丹波町長）が就任 

京北・美山出張所に所長を配置－所長以下 9人体制 

職員 8人を採用－職員数 116 人 

京都府総合防災訓練に参加（亀岡市月読橋グラウンド） 
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昭和 58 年  9

月 

10月 

11月 

 

12月 

八木出張所に配備する消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型（無線機付）を購入 

園部消防署に職員を増員－署長以下 19人体制 

水槽付消防ポンプ自動車Ⅰ－Ｂ型を購入、亀岡消防署に配備 

若狭消防組合との間に消防の相互応援に関する協定を締結 

八木出張所庁舎新築工事を着工 

綾部市との間に消防の相互応援に関する協定を締結 

昭和 59 年 

3月 

 

 

 

 

4月 

 

5月 

 

9月 

 

10月 

 

 

八木出張所庁舎新築工事が完成 

消防本部用地 1,228.47㎡を購入、訓練場が完成 

職員 1人を採用－職員数 117 人 

高槻市、茨木市、能勢町、豊能町との間に各々消防の相互応援に関する協定を

締結 

職員 5人を採用－職員数 119 人 

八木出張所の業務を開始－所長以下 9人体制 

消防長に森川唯男氏が就任 

危険物安全協会亀岡支部から査察車の寄贈を受け、亀岡消防署に配備 

福知山市との間に消防の相互応援に関する協定及び同協定に基づく覚書を締

結 

多紀郡広域行政事務組合との間に消防の相互応援に関する協定及び同協定に

基づく覚書を締結 

昭和 60 年 

3月 

4月 

 

 

6月  

 

日本損害保険協会から寄贈を受け、亀岡消防署の救急自動車２Ｂ型を更新 

収入役に山名義雄氏（亀岡市収入役）、消防長に山口真一氏が就任 

職員 6人を採用－職員数 125 人 

東出張所に所長を配置－所長以下 9 人体制 

副管理者に村山正美氏（京北町長）が就任 

昭和 61 年 

4月 

 

10月 

 

 

12月 

 

職員 8人を採用－職員数 132 人 

東・八木出張所に職員を増員－所長以下 10人体制 

亀岡消防署に救急係を新設 

園部消防署に職員を増員－署長以下 24人体制 

東、八木出張所に職員を増員－所長以下 11人体制 

東出張所の消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新 

昭和 62 年 

1月 

2月 

 4月 

7月 

 

副管理者に野間靖隆氏（和知町長）が就任 

議長に松浦芳実氏（亀岡市議長）が就任 

副管理者に田中英夫氏（亀岡市助役）、黒田一夫氏（瑞穂町長）が就任 

副管理者に山名義雄氏（亀岡市助役）が就任 
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職員 1人を採用－職員数 117人 

高槻市、茨木市、能勢町、豊能町との間に各々消防の相互応援に関する協定を

締結 

職員 5人を採用－職員数 119人 
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東・八木出張所に職員を増員－所長以下 10人体制 

亀岡消防署に救急係を新設 
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東、八木出張所に職員を増員－所長以下 11人体制 

東出張所の消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新 

昭和 62年 

1月 

2月 

 4月 

7月 

 

副管理者に野間靖隆氏（和知町長）が就任 

議長に松浦芳実氏（亀岡市議長）が就任 

副管理者に田中英夫氏（亀岡市助役）、黒田一夫氏（瑞穂町長）が就任 

副管理者に山名義雄氏（亀岡市助役）が就任 

３ 
 

昭和 58 年  9

月 

10月 

11月 

 

12月 

八木出張所に配備する消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型（無線機付）を購入 

園部消防署に職員を増員－署長以下 19人体制 

水槽付消防ポンプ自動車Ⅰ－Ｂ型を購入、亀岡消防署に配備 

若狭消防組合との間に消防の相互応援に関する協定を締結 

八木出張所庁舎新築工事を着工 

綾部市との間に消防の相互応援に関する協定を締結 

昭和 59 年 

3月 

 

 

 

 

4月 

 

5月 

 

9月 

 

10月 

 

 

八木出張所庁舎新築工事が完成 

消防本部用地 1,228.47㎡を購入、訓練場が完成 

職員 1 人を採用－職員数 117 人 

高槻市、茨木市、能勢町、豊能町との間に各々消防の相互応援に関する協定を

締結 

職員 5 人を採用－職員数 119 人 

八木出張所の業務を開始－所長以下 9人体制 

消防長に森川唯男氏が就任 

危険物安全協会亀岡支部から査察車の寄贈を受け、亀岡消防署に配備 

福知山市との間に消防の相互応援に関する協定及び同協定に基づく覚書を締

結 

多紀郡広域行政事務組合との間に消防の相互応援に関する協定及び同協定に

基づく覚書を締結 

昭和 60 年 

3月 

4月 

 

 

6月  

 

日本損害保険協会から寄贈を受け、亀岡消防署の救急自動車２Ｂ型を更新 

収入役に山名義雄氏（亀岡市収入役）、消防長に山口真一氏が就任 

職員 6 人を採用－職員数 125 人 

東出張所に所長を配置－所長以下 9 人体制 

副管理者に村山正美氏（京北町長）が就任 

昭和 61 年 

4月 

 

10月 

 

 

12月 

 

職員 8 人を採用－職員数 132 人 

東・八木出張所に職員を増員－所長以下 10 人体制 

亀岡消防署に救急係を新設 

園部消防署に職員を増員－署長以下 24人体制 

東、八木出張所に職員を増員－所長以下 11 人体制 

東出張所の消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新 

昭和 62 年 

1月 

2月 

 4月 

7月 

 

副管理者に野間靖隆氏（和知町長）が就任 

議長に松浦芳実氏（亀岡市議長）が就任 

副管理者に田中英夫氏（亀岡市助役）、黒田一夫氏（瑞穂町長）が就任 

副管理者に山名義雄氏（亀岡市助役）が就任 

３ 
 

昭和 58 年  9

月 

10月 

11月 

 

12月 

八木出張所に配備する消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型（無線機付）を購入 

園部消防署に職員を増員－署長以下 19 人体制 

水槽付消防ポンプ自動車Ⅰ－Ｂ型を購入、亀岡消防署に配備 

若狭消防組合との間に消防の相互応援に関する協定を締結 

八木出張所庁舎新築工事を着工 

綾部市との間に消防の相互応援に関する協定を締結 

昭和 59年 

3月 

 

 

 

 

4月 

 

5月 

 

9月 

 

10月 

 

 

八木出張所庁舎新築工事が完成 

消防本部用地 1,228.47㎡を購入、訓練場が完成 

職員 1人を採用－職員数 117人 

高槻市、茨木市、能勢町、豊能町との間に各々消防の相互応援に関する協定を

締結 

職員 5人を採用－職員数 119人 

八木出張所の業務を開始－所長以下 9人体制 

消防長に森川唯男氏が就任 

危険物安全協会亀岡支部から査察車の寄贈を受け、亀岡消防署に配備 

福知山市との間に消防の相互応援に関する協定及び同協定に基づく覚書を締

結 

多紀郡広域行政事務組合との間に消防の相互応援に関する協定及び同協定に

基づく覚書を締結 

昭和 60年 

3月 

4月 

 

 

6月  

 

日本損害保険協会から寄贈を受け、亀岡消防署の救急自動車２Ｂ型を更新 

収入役に山名義雄氏（亀岡市収入役）、消防長に山口真一氏が就任 

職員 6人を採用－職員数 125人 

東出張所に所長を配置－所長以下 9 人体制 

副管理者に村山正美氏（京北町長）が就任 

昭和 61年 

4月 

 

10月 

 

 

12月 

 

職員 8人を採用－職員数 132人 

東・八木出張所に職員を増員－所長以下 10人体制 

亀岡消防署に救急係を新設 

園部消防署に職員を増員－署長以下 24 人体制 

東、八木出張所に職員を増員－所長以下 11人体制 

東出張所の消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新 

昭和 62年 

1月 

2月 

 4月 

7月 

 

副管理者に野間靖隆氏（和知町長）が就任 

議長に松浦芳実氏（亀岡市議長）が就任 

副管理者に田中英夫氏（亀岡市助役）、黒田一夫氏（瑞穂町長）が就任 

副管理者に山名義雄氏（亀岡市助役）が就任 



４ 
 

昭和 62年 7月 

 

 

 

8月 

9月 

11 月 

収入役に井内潔氏（亀岡市収入役）が就任 

消防用無線の不感地帯を解消するため、和知町大字升谷に無線前進基地局を増

設－無線前進基地局は 5局になる。 

本部基地局無線機を更新（第１装置） 

京都市との間に消防の相互応援に関する協定を締結 

消防本部の指令車を更新 

水槽付消防ポンプ自動車Ⅰ－Ａ型を購入、園部消防署に配備 

昭和 63 年 

2月 

 

 

 

4月 

10 月 

12 月 

 

東出張所の救急業務を開始 

京都縦貫自動車道老ノ坂亀岡道路の開通、京都市消防局との間に篠・沓掛イン

タ－チェンジ間における消防の相互応援に関する覚書を締結 

園部消防署に救助資器材を配備 

消防長に松本貞男氏が就任 

第 43回国民体育大会秋季大会の警備を実施 

亀岡消防署に救助工作車Ⅱ型を配備 

平成元年 

2月 

 

3月 

4月 

6月 

8月 

11 月 

 

12 月 

 

 

第 2次整備計画（平成元年度から平成 5年度）を策定 

救急基金から寄贈を受け、東出張所の救急自動車 2Ｂ型を更新 

丹波出張所の救急自動車 2Ｂ型を更新 

職員 11人を採用－職員数 143人（条例定数 168人） 

副管理者に野上茂氏（京北町長）が就任 

京北・美山・丹波出張所に連絡車を配備 

園部消防署に職員を増員－署長以下 26人体制 

京北・美山出張所に職員を増員－所長以下 11人体制 

大規模災害及び特殊災害が発生した場合における京都府内市町村及び消防一

部事務組合が行う消防の相互応援に関する協定を締結 

平成 2年 

3月 

8月 

11 月 

 

園部消防署の指令車を更新 

日本消防協会から寄贈を受け、亀岡消防署の救急自動車２Ｂ型を更新 

亀岡消防署の指令車を更新 

東･八木出張所に連絡車を配備 

平成 3年 

1月 

3月 

 

  4 月 

  11 月 

 

副管理者に十倉健氏（和知町長）が就任 

亀岡消防署の消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型、京北出張所の救急自動車 2Ｂ型を

更新 

京都府から起震車の寄贈を受け、消防本部に配備 

本部基地局無線機を更新（第 2装置） 
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４ 
 

昭和 62年 7月 

 

 

 

8月 

9月 

11月 

収入役に井内潔氏（亀岡市収入役）が就任 

消防用無線の不感地帯を解消するため、和知町大字升谷に無線前進基地局を増

設－無線前進基地局は 5局になる。 

本部基地局無線機を更新（第１装置） 

京都市との間に消防の相互応援に関する協定を締結 

消防本部の指令車を更新 

水槽付消防ポンプ自動車Ⅰ－Ａ型を購入、園部消防署に配備 

昭和 63年 

2月 

 

 

 

4月 

10月 

12月 

 

東出張所の救急業務を開始 

京都縦貫自動車道老ノ坂亀岡道路の開通、京都市消防局との間に篠・沓掛イン

タ－チェンジ間における消防の相互応援に関する覚書を締結 

園部消防署に救助資器材を配備 

消防長に松本貞男氏が就任 

第 43 回国民体育大会秋季大会の警備を実施 

亀岡消防署に救助工作車Ⅱ型を配備 

平成元年 

2月 

 

3月 

4月 

6月 

8月 

11月 

 

12月 

 

 

第 2次整備計画（平成元年度から平成 5年度）を策定 

救急基金から寄贈を受け、東出張所の救急自動車 2Ｂ型を更新 

丹波出張所の救急自動車 2Ｂ型を更新 

職員 11人を採用－職員数 143人（条例定数 168 人） 

副管理者に野上茂氏（京北町長）が就任 

京北・美山・丹波出張所に連絡車を配備 

園部消防署に職員を増員－署長以下 26人体制 

京北・美山出張所に職員を増員－所長以下 11人体制 

大規模災害及び特殊災害が発生した場合における京都府内市町村及び消防一

部事務組合が行う消防の相互応援に関する協定を締結 

平成 2年 

3月 

8月 

11月 

 

園部消防署の指令車を更新 

日本消防協会から寄贈を受け、亀岡消防署の救急自動車２Ｂ型を更新 

亀岡消防署の指令車を更新 

東･八木出張所に連絡車を配備 

平成 3年 

1月 

3月 

 

  4月 

  11月 

 

副管理者に十倉健氏（和知町長）が就任 

亀岡消防署の消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型、京北出張所の救急自動車 2Ｂ型を

更新 

京都府から起震車の寄贈を受け、消防本部に配備 

本部基地局無線機を更新（第 2装置） 
 

５ 
 

平成 4年 

1月 

2月 

 

3月 

 

4月 

6月 

8月 

 

9月 

10月 

 

消防専用無線に救急波を導入（第 3 装置）、車載無線機 1台新規配備 

副管理者に中川泰宏氏（八木町長）が就任 

第 2次整備計画の一部を改正 

園部消防署及び八木出張所の救急自動車 2Ｂ型を更新－2,400cc採用 

可搬型携帯用無線機 2台を新規配備 

職員 6人を採用－職員数 146 人 

議長に美馬靖征氏（亀岡市議長）が就任 

組合設立 10 周年、京都中部広域消防連絡協議会結成 10周年を記念して組合を

構成する 1 市 8町消防団により京都中部地区消防操法大会を開催 

消防本部庁舎増築工事を着工 

組合設立 10 周年記念式典を挙行 

平成 5年 

1月 

 

 

3月 

 

 

4月 

7月 

8月 

 

10月 

12月 

 

副管理者に井内潔氏（亀岡市助役）が就任 

収入役に中川太郎氏（亀岡市収入役）が就任 

消防署旗・出張所旗配備伝達式を挙行 

消防本部庁舎増築工事が完成 

車載無線機 2台を更新 

美山出張所の救急自動車２Ｂ型を更新 

職員 24人を採用－職員数 167人 

第 22回消防救助技術東近畿地区指導会ほふく救出の部で優勝 

消防緊急通信指令システム設置工事着工 

第 22回全国消防救助技術大会ほふく救出の部で入賞 

全国消防長会東近畿支部役員会・京都府消防長会総会を亀岡市で開催 

救急用消毒資器材（滅菌器）を亀岡消防署に配備 

平成 6年 

1月 

2月 

3月 

 

 

4月 

 

5月 

 

6月 

7月 

 8月 

 

車載無線機 5台を更新配備 

丹波出張所の消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新 

亀岡消防署東消防庁舎用地を取得 

高度救急資器材を亀岡・園部両署に配備 

消防緊急通信指令システム設置工事完了につき竣工式を挙行 

職員 4人を採用－職員数 168 人 

消防長に岸本有重氏が就任 

亀岡消防署東消防庁舎新築工事着工 

亀岡市危険物安全協会 20周年記念式典を挙行 

救急用消毒資器材（滅菌器）を園部消防署に配備 

水難用救助用具を園部消防署に配備 

副管理者に横山義雄氏（丹波町長）が就任 

5



６ 
 

平成 6年 8 月 

12 月 

消防本部に資器材搬送車を配備 

亀岡消防署東消防庁舎竣工式を挙行 

亀岡消防署東出張所を分署に昇格し、職員を増員－職員２１人体制 

平成 7年 

1月 

 

 

2月 

 

4月 

5月 

9月 

 

10 月 

11 月 

12 月 

 

 

 

副管理者に野間靖隆氏（和知町長）が就任 

車載無線機 2台を更新配備 

阪神淡路大震災の救援活動に救助隊・救急隊を派遣 

園部消防署の消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新 

議長に竹岡良藏氏（亀岡市議長）が就任 

副管理者に中田脩氏（美山町長）、 田四郎氏（日吉町長）が就任 

消防本部に中長期消防計画策定のためのプロジェクトチームを設置 

高度救急資器材を全救急車に配備 全救急車に積載完了 

緊急消防援助隊に救助隊を登録 

監査委員に山内寛治氏が就任 

平成 7年度近畿府県合同防災訓練に参加（彦根市） 

亀岡消防署に高規格救急自動車を配備 

亀岡消防署に防護服（耐ガス密封式）を配備 

京北出張所の消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新 

平成 8年 

1月 

 

 

3月 

 

4月 

7月 

 

 

8月 

9月 

10 月 

12 月 

 

高度救急業務開始式を挙行 

亀岡消防署で高度救急業務開始 

「阪神･淡路大震災から 1年」職員招集訓練を実施 

船井・北桑田地区自衛消防隊連絡協議会発足 

京都中部広域消防組合消防計画（新しい時代への展望）を策定 

京都縦貫自動車道（京都丹波道路）で開通を前に大規模災害合同訓練 

議長に光島利史氏（亀岡市議長）が就任 

日本防火協会から寄贈を受け、園部消防署に防火号を新配備 

亀岡消防署の査察 1号車を更新 

神戸市消防局佐藤司令課長を講師に招き、防災講演会を開催 

京都府総合防災訓練に参加（園部町多目的グラウンド） 

日本損害保険協会から化学車の寄贈を受け、東分署に配備 

職員 5人を採用－職員数 169 人（条例定数 174 人） 

亀岡消防署にはしご付消防ポンプ自動車（30ｍ級）を配備 

亀岡消防署に救助隊を創設 

美山出張所の消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新 

平成 9年 

3月 

 

副管理者に谷村幸男氏（亀岡市助役）が就任 

丹波出張所の救急自動車２Ｂ型を更新 

6



６ 
 

平成 6年 8月 

12月 

消防本部に資器材搬送車を配備 

亀岡消防署東消防庁舎竣工式を挙行 

亀岡消防署東出張所を分署に昇格し、職員を増員－職員２１人体制 

平成 7 年 

1月 

 

 

2月 

 

4月 

5月 

9月 

 

10月 

11月 

12月 

 

 

 

副管理者に野間靖隆氏（和知町長）が就任 

車載無線機 2台を更新配備 

阪神淡路大震災の救援活動に救助隊・救急隊を派遣 

園部消防署の消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新 

議長に竹岡良藏氏（亀岡市議長）が就任 

副管理者に中田脩氏（美山町長）、 田四郎氏（日吉町長）が就任 

消防本部に中長期消防計画策定のためのプロジェクトチームを設置 

高度救急資器材を全救急車に配備 全救急車に積載完了 

緊急消防援助隊に救助隊を登録 

監査委員に山内寛治氏が就任 

平成 7年度近畿府県合同防災訓練に参加（彦根市） 

亀岡消防署に高規格救急自動車を配備 

亀岡消防署に防護服（耐ガス密封式）を配備 

京北出張所の消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新 

平成 8 年 

1月 

 

 

3月 

 

4月 

7月 

 

 

8月 

9月 

10月 

12月 

 

高度救急業務開始式を挙行 

亀岡消防署で高度救急業務開始 

「阪神･淡路大震災から 1年」職員招集訓練を実施 

船井・北桑田地区自衛消防隊連絡協議会発足 

京都中部広域消防組合消防計画（新しい時代への展望）を策定 

京都縦貫自動車道（京都丹波道路）で開通を前に大規模災害合同訓練 

議長に光島利史氏（亀岡市議長）が就任 

日本防火協会から寄贈を受け、園部消防署に防火号を新配備 

亀岡消防署の査察 1号車を更新 

神戸市消防局佐藤司令課長を講師に招き、防災講演会を開催 

京都府総合防災訓練に参加（園部町多目的グラウンド） 

日本損害保険協会から化学車の寄贈を受け、東分署に配備 

職員 5人を採用－職員数 169 人（条例定数 174 人） 

亀岡消防署にはしご付消防ポンプ自動車（30ｍ級）を配備 

亀岡消防署に救助隊を創設 

美山出張所の消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新 

平成 9 年 

3月 

 

副管理者に谷村幸男氏（亀岡市助役）が就任 

丹波出張所の救急自動車２Ｂ型を更新 

７ 
 

平成 9年 4月 

5月 

 

 

 

7月 

 

8月 

9月 

 

11月 

12月 

職員 5人を採用－職員数 174 人 

議長に長沢宏氏（亀岡市議長）が就任 

監査委員に中島三夫氏が就任 

亀岡自衛消防隊連絡協議会発足 20周年記念式典を挙行 

山岳救助用資器材を園部消防署に配備 

丹波出張所の連絡車を更新 

全国高校総体の警備を実施 

神戸製鋼ラグビー部大八木淳史氏を招き、防災講演会を開催 

簡易画像探索機を亀岡消防署に配備 

消防組合設立 15周年・消防本部発足 40周年記念「管理者総合査閲」を実施 

近畿府県合同防災訓練に参加（宮津市、精華町） 

園部消防署に高規格救急自動車を配備 

平成 10 年 

2月 

4月 

 

5月 

8月 

 

10月 

12月 

 

 

自治体消防 50周年京都府大会に参加 

自動車・携帯電話からの 119 番受信接続開始 

消防長に田中義啓氏が就任 

船井郡危険物安全協会 15周年記念式典を挙行 

第 27回全国消防救助技術大会はしご登はんの部・ほふく救出の部で入賞 

美山出張所の連絡車を更新 

緊急消防援助隊近畿、中部ブロック合同訓練（福井県 ﾃｸﾉﾎﾟｰﾄ福井）に参加 

東分署に高規格救急自動車を配備 

東分署の消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新 

平成 11 年 

2月 

 

4月 

 

 

5月 

8 月 

 

10月 

11月 

 

 

管理者に田中英夫氏（亀岡市長）が就任 

議長に小塩正幸氏（亀岡市議長）が就任 

消防長に吉岡弘行氏が就任 

副管理者に仲村脩氏（日吉町長）が就任 

職員 5人を採用－職員数 174 人 

亀岡市危険物安全協会創立 25周年記念式典を挙行 

監査委員に一瀬勲氏が就任 

京北出張所の連絡車を更新 

高度救助用資機材を亀岡消防署に配備 

緊急消防援助隊近畿ブロック合同訓練（大阪府 堺市）に参加 

亀岡消防署の水槽付消防ポンプ自動車を更新 
 

平成 12 年 

2月 

3月 

 

議長に湯浅誠一氏（亀岡市議長）が就任 

園部消防署の指令車を更新 
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８ 
 

平成 12 年 4 月 

11 月 

救急要請受信時の口頭指導の実施 

丹波出張所に高規格救急自動車を配備 

平成 13 年 

1月 

2月 

 

4月 

 

8月 

 

 

9月 

 

収入役に畠中一樹氏（亀岡市収入役）が就任 

議長に野々村勉氏（亀岡市議長）が就任 

消防本部の指令車を更新 

消防長に村上勝氏が就任 

職員 3人を採用－職員数 174 人 

園部消防署の指令広報車を更新 

亀岡消防署に警防査察車を配備 

亀岡消防署に高圧噴霧放水銃を配備 

聴覚障害者緊急通報 FAXの運用を開始 

平成 14 年 

2月 

3月 

4月 

9月 

10 月 

 

11 月 

12 月 

 

議長に堤松男氏（亀岡市議長）が就任 

亀岡消防署の高規格救急自動車を更新 

職員 6人を採用－職員数 174 人 

京都府総合防災訓練に参加（亀岡市） 

消防組合設立 20周年記念式典を挙行 

八木出張所の連絡車を更新 

亀岡消防署の指令車を更新 

八木出張所に高規格救急自動車を配備 

園部消防署の水槽付消防ポンプ自動車を更新 

平成 15 年 

     2月 

     4月 

 

     5月 

7月 

8月 

11 月 

          12 月 

 

議長に石野正作氏（亀岡市議長）が就任 

消防長に 田 道氏が就任 

メディカルコントロール協議会発足 

SARS患者搬送、SARS問題の対応を実施 

監査委員に井上貞夫氏、古屋正雄氏が就任 

消防本部庁舎耐震・耐震補強設計を実施 

管理者に栗山正 氏（亀岡市長）が就任 

亀岡消防署に救助工作車（Ⅲ型）を配備 

平成 16 年 

2月 

 

3月 

 

4月 

6月 

 

議長に野々村嘉平氏（亀岡市議長）が就任 

丹波町で鳥インフルエンザが発生し、対応を実施 

亀岡消防署の消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新 

防火衣を更新（東分署・丹波出張所） 

職員 6人を採用－職員数 177 人（条例定数 183 人） 

防火衣を更新（亀岡・園部本署・八木・京北・美山出張所） 
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８ 
 

平成 12 年 4月 

11月 

救急要請受信時の口頭指導の実施 

丹波出張所に高規格救急自動車を配備 

平成 13 年 

1月 

2月 

 

4月 

 

8月 

 

 

9月 

 

収入役に畠中一樹氏（亀岡市収入役）が就任 

議長に野々村勉氏（亀岡市議長）が就任 

消防本部の指令車を更新 

消防長に村上勝氏が就任 

職員 3人を採用－職員数 174 人 

園部消防署の指令広報車を更新 

亀岡消防署に警防査察車を配備 

亀岡消防署に高圧噴霧放水銃を配備 

聴覚障害者緊急通報 FAXの運用を開始 

平成 14年 

2月 

3月 

4月 

9月 

10月 

 

11月 

12月 

 

議長に堤松男氏（亀岡市議長）が就任 

亀岡消防署の高規格救急自動車を更新 

職員 6人を採用－職員数 174 人 

京都府総合防災訓練に参加（亀岡市） 

消防組合設立 20周年記念式典を挙行 

八木出張所の連絡車を更新 

亀岡消防署の指令車を更新 

八木出張所に高規格救急自動車を配備 

園部消防署の水槽付消防ポンプ自動車を更新 

平成 15年 

     2月 

     4月 

 

     5月 

7月 

8月 

11月 

          12月 

 

議長に石野正作氏（亀岡市議長）が就任 

消防長に 田 道氏が就任 

メディカルコントロール協議会発足 

SARS 患者搬送、SARS 問題の対応を実施 

監査委員に井上貞夫氏、古屋正雄氏が就任 

消防本部庁舎耐震・耐震補強設計を実施 

管理者に栗山正 氏（亀岡市長）が就任 

亀岡消防署に救助工作車（Ⅲ型）を配備 

平成 16年 

2月 

 

3月 

 

4月 

6月 

 

議長に野々村嘉平氏（亀岡市議長）が就任 

丹波町で鳥インフルエンザが発生し、対応を実施 

亀岡消防署の消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新 

防火衣を更新（東分署・丹波出張所） 

職員 6人を採用－職員数 177人（条例定数 183 人） 

防火衣を更新（亀岡・園部本署・八木・京北・美山出張所） 

９ 
 

平成 16 年 7 月 

 

10月 

園部消防署に警防査察車を配備 

「福井豪雨」に京都府緊急消防援助隊として出動 

管内全域で台風 23号による災害活動を実施 

平成 17 年 

1月 

2月 

 

3月 

4月 

 

 

 

7月 

 

 

8月 

10月 

 

11月 

12月 

 

美山出張所に高規格救急自動車を配備 

消防庁舎耐震工事を実施 

議長に田中義雄氏（亀岡市議長）が就任 

京北町が消防組合を脱退 

副管理者に寸田武氏（亀岡市助役）が就任 

日吉仮出張所を開設 

職員 6人を採用－職員数 179 人 

緊急消防援助隊に消火隊を登録 

監査委員に磯部清太郎氏が就任 

消防本部にＡＥＤ（自動体外式除細動器）及びＡＥＤトレーナー（訓練用）を

配備 

消防本部に消火・通報訓練指導車を配備（日本宝くじ協会寄贈） 

京丹波町が誕生 

京都中部広域消防組合・綾部市消防相互応援協定を締結 

副管理者に松原茂樹氏（京丹波町長）が就任 

園部消防署にはしご付消防ポンプ自動車（15ｍ級）を配備 

平成 18 年 

1月 

 

 

2月 

 

3月 

 

 

 

 

 

4月 

 

 

7月 

 

12月 

 

南丹市が誕生 

亀岡消防署八木出張所を市町村合併に伴い、園部消防署に所属変更 

組合議員定数を 16人に改正 

副管理者に中川圭一氏（南丹市長）が就任 

園部消防署日吉出張所新庁舎建設工事着工 

議長に竹岡良藏氏（亀岡市議長）が就任 

監査委員に岡本勇氏が就任 

消防無線基地を整備 

 船岡前進基地局を新設 

 本部基地局・美山前進基地局・田歌前進基地局の無線機器を更新 

 丹波前進基地局・和知前進基地局を廃止 

副管理者に佐々木稔納氏（南丹市長）が就任 

職員 6人を採用－職員数 176 人 

緊急消防援助隊に特殊装備隊を登録 

京都市・京都中部広域消防組合・南丹市消防相互応援協定を締結 

園部消防署日吉出張所竣工 

丹波出張所の消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新 
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１０ 
 

平成 19 年 

1月 

 

組合議員定数を 10人に改正 

 

 

2月 

3月 

4月 

 

 

 

 

5月 

7月 

8月 

11 月 

12 月 

亀岡消防署、園部消防署にＡＥＤ（自動体外式除細動器）及びＡＥＤトレーナ

ー（訓練用）を配備 

議長に田中義雄氏（亀岡市議長）が就任 

日吉出張所に高規格救急自動車を配備 

副管理者に畠中一樹氏（亀岡市副市長）が就任 

消防長に 田俊孝氏が就任 

会計管理者を設置 

消防組合に会計課を設置 

職員 5人を採用－職員数 178 人 

自動体外式除細動器（AED）を整備（救助用車両に積載） 

山岳救助隊を発足 

第 36回全国消防救助技術大会はしご登はんの部で入賞 

亀岡消防署の高規格救急自動車を更新 

園部消防署の消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新 

消防緊急通信指令システムを部分改修 

平成 20 年 

2月 

 

4月 

9月 

 

 

11 月 

 

消防庁舎ＬＡＮの整備 

日本損害保険協会から寄贈を受け、園部消防署の高規格救急自動車を更新 

職員 8人を採用－職員数 180 人 

京都縦貫自動車道綾部宮津道路及び丹波綾部道路の開通に伴い、綾部市、舞鶴

市、宮津与謝消防組合との間に京丹波わちインタ－チェンジから宮津天橋立イ

ンターチェンジ間における消防相互応援に関する協定を締結 

山岳救助隊旗を園部消防署へ配置 

消防本部庁舎の外壁補修及び防水工事を実施 

日吉出張所の消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新 

平成 21 年 

     2月 

     3月 

     4月 

   

  

     5月 

     7月 

 

     9月 

     11 月 

 

12 月   

 

議長に松本冨雄氏（亀岡市議長）が就任 

消防本部・亀岡消防署の訓練場等（999.14 ㎡）の竣工祭を実施 

副管理者に山崎達雄氏（亀岡市副市長）が就任 

職員 2人を採用－職員数 180 人 

南丹警察署と合同山岳救助訓練を実施 

監査委員に大 鎭雄氏が就任 

亀岡消防署に女性職員専用室を設置 

丹波出張所の連絡車を更新 

京都府防災訓練に参加（京丹波町） 

副管理者に寺尾豊爾氏（京丹波町長）が就任 

監査委員に西山和樹氏が就任 

亀岡消防署に配備の高度救助用資機材を更新 

丹波出張所の消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型（水槽付）を更新 

東分署及び丹波出張所の高規格救急自動車を更新 
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１０ 
 

平成 19年 

1月 

 

組合議員定数を 10人に改正 

 

 

2月 

3月 

4月 

 

 

 

 

5月 

7月 

8月 

11月 

12月 

亀岡消防署、園部消防署にＡＥＤ（自動体外式除細動器）及びＡＥＤトレーナ

ー（訓練用）を配備 

議長に田中義雄氏（亀岡市議長）が就任 

日吉出張所に高規格救急自動車を配備 

副管理者に畠中一樹氏（亀岡市副市長）が就任 

消防長に 田俊孝氏が就任 

会計管理者を設置 

消防組合に会計課を設置 

職員 5人を採用－職員数 178人 

自動体外式除細動器（AED）を整備（救助用車両に積載） 

山岳救助隊を発足 

第 36回全国消防救助技術大会はしご登はんの部で入賞 

亀岡消防署の高規格救急自動車を更新 

園部消防署の消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新 

消防緊急通信指令システムを部分改修 

平成 20年 

2月 

 

4月 

9月 

 

 

11月 

 

消防庁舎ＬＡＮの整備 

日本損害保険協会から寄贈を受け、園部消防署の高規格救急自動車を更新 

職員 8人を採用－職員数 180 人 

京都縦貫自動車道綾部宮津道路及び丹波綾部道路の開通に伴い、綾部市、舞鶴

市、宮津与謝消防組合との間に京丹波わちインタ－チェンジから宮津天橋立イ

ンターチェンジ間における消防相互応援に関する協定を締結 

山岳救助隊旗を園部消防署へ配置 

消防本部庁舎の外壁補修及び防水工事を実施 

日吉出張所の消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新 

平成 21年 

     2月 

     3月 

     4月 

   

  

     5月 

     7月 

 

     9月 

     11月 

 

12月   

 

議長に松本冨雄氏（亀岡市議長）が就任 

消防本部・亀岡消防署の訓練場等（999.14 ㎡）の竣工祭を実施 

副管理者に山崎達雄氏（亀岡市副市長）が就任 

職員 2人を採用－職員数 180 人 

南丹警察署と合同山岳救助訓練を実施 

監査委員に大 鎭雄氏が就任 

亀岡消防署に女性職員専用室を設置 

丹波出張所の連絡車を更新 

京都府防災訓練に参加（京丹波町） 

副管理者に寺尾豊爾氏（京丹波町長）が就任 

監査委員に西山和樹氏が就任 

亀岡消防署に配備の高度救助用資機材を更新 

丹波出張所の消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型（水槽付）を更新 

東分署及び丹波出張所の高規格救急自動車を更新 

１１ 
 

平成 22 年 

     4 月 

   

 

 

9月 

11月 

 

消防長に野々村邦広氏が就任 

職員 4人を採用－職員数 183 人 

緊急消防援助隊に救急隊を登録 

京都府、兵庫県及び鳥取県の共同によるドクターヘリ運航開始 

消防緊急通信指令システムに統合型位置情報通知装置を整備 

園部消防署に女性職員専用室を設置 

美山出張所の消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型（水槽付）を更新 

平成 23 年 

2月 

3月 

4月 

 

11月 

 

12月 

 

議長に石野善司氏（亀岡市議長）が就任 

東日本大震災の救援活動に緊急消防援助隊京都府隊として救助隊を派遣 

消防本部に指令課を新設 

亀岡消防署東分署に救急係を新設 

監査委員に野口久之氏が就任 

亀岡消防署東分署の化学消防ポンプ自動車（Ⅱ型）を更新 

亀岡消防署東分署の消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新 

平成 24 年 

2月  

4月 

 

6月 

8月 

9月 

10月 

11月 

 

議長に木曽利 氏（亀岡市議長）が就任 

副管理者に勝見彰氏（亀岡市副市長）が就任 

職員 7人を採用－職員数 186 人 

全国瞬時警報システムを整備 

大阪府ドクターヘリ運航要請開始 

資機材搬送車を更新 

園部消防署八木出張所の高規格救急自動車を更新 

消防組合設立 30周年記念式典を挙行 

平成 25 年 

   3月 

4月 

 

 

6月 

10月 

 

11月 

 

 

高機能消防指令システムの運用開始 

職員 4人を採用－職員数 184 人 

京都縦貫自動車道（大原野インターチェンジから篠インターチェンジまで）消

防相互応援に関する申合せ書を締結 

監査委員に関本孝一氏が就任 

亀岡消防署の査察 1号車を更新 

園部消防署の防火広報車を更新 

亀岡消防署の高規格救急自動車を更新 

園部消防署の予防査察車を更新 

平成 26 年 

2月 

 

4月 

 

 

5月 

6月 

 

防火衣を更新（園部本署・八木・日吉・美山・丹波出張所） 

議長に明田昭氏（亀岡市議長）が就任 

防災監を設置 

職員 6人を採用－職員数 187 人 

高島市・京都中部広域消防組合消防相互応援協定を締結 

全国消防長会救急委員会を京都市内にて開催（開催地事務局） 

園部消防署美山出張所の連絡車を更新 
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１２ 
 

平成 26 年 8 月 

   

     9月 

10 月 

防火衣を更新（亀岡消防署・東分署） 

受変電設備の更新 

園部消防署美山出張所の高規格救急自動車を更新 

園部消防署指令車を更新 

平成 27 年 

2月 

4月 

 

 

 

 

 

 

8月 

 

 

10 月 

11 月 

 

議長に西口純生氏（亀岡市議長）が就任 

消防長に原野信孝氏が就任 

職員 5人を採用―職員数 187 人 

消防救急デジタル無線の運用開始 

京滋ドクターヘリ運航要請開始 

京都中部広域消防組合・能勢町・亀岡市・豊中市消防相互応援協定を締結 

京都縦貫自動車道（宮津天橋立インターチェンジから丹波インターチェンジま

で）及び宮津与謝道路における消防相互応援協定の締結 

亀岡消防署の防火広報車を更新 

園部消防署の指令広報車を更新 

第 44回全国消防救助技術大会はしご登はんの部で入賞 

園部消防署丹波出張所の高規格救急自動車を更新 

管理者に桂川孝裕氏（亀岡市長）が就任 

平成 28 年 

4月 

 

 

 

 

10 月 

 

 

11 月 

 

12 月 

 

副管理者に石野茂氏（亀岡市副市長）が就任 

消防長に井内章夫氏が就任 

職員 7人を採用―職員数 191 人 

京都中部広域消防組合・亀岡市・箕面市・豊能町消防相互応援協定を締結 

平成 28年熊本地震の救援活動に緊急消防援助隊京都府隊として救助隊を派遣 

京都縦貫自動車道（宮津天橋立インターチェンジから丹波インターチェンジま

で）及び山陰近畿自動車道（宮津天橋立インターチェンジから京丹後大宮イン

ターチェンジまで）における消防相互応援協定を締結 

亀岡消防署東分署の高規格救急自動車を更新 

亀岡消防署のはしご付き消防ポンプ自動車を更新 

消防本部・亀岡消防署庁舎の空調設備改修工事を実施 

平成 29 年 

2月 

 

4月 

 

8月 

 

11 月 

      

12 月 

 

議長に湊泰孝氏（亀岡市議長）が就任 

園部消防署日吉出張所の高規格救急自動車を更新 

消防長に林雅彦氏が就任 

職員 8人を採用―職員数 190 人 

亀岡消防署の警防査察車を更新 

亀岡消防署東分署の連絡車を更新 

副管理者に太田昇氏（京丹波町長）が就任 

亀岡消防署の消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型（水槽付）を更新 

監査委員に篠塚信太郎氏が就任 

平成 30 年   

1月 

 

 

園部消防署の高規格救急自動車を更新 

亀岡消防署の水槽付消防ポンプ自動車を更新 
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１２ 
 

平成 26 年 8月 

   

     9月 

10月 

防火衣を更新（亀岡消防署・東分署） 

受変電設備の更新 

園部消防署美山出張所の高規格救急自動車を更新 

園部消防署指令車を更新 

平成 27年 

2月 

4月 

 

 

 

 

 

 

8月 

 

 

10月 

11月 

 

議長に西口純生氏（亀岡市議長）が就任 

消防長に原野信孝氏が就任 

職員 5人を採用―職員数 187 人 

消防救急デジタル無線の運用開始 

京滋ドクターヘリ運航要請開始 

京都中部広域消防組合・能勢町・亀岡市・豊中市消防相互応援協定を締結 

京都縦貫自動車道（宮津天橋立インターチェンジから丹波インターチェンジま

で）及び宮津与謝道路における消防相互応援協定の締結 

亀岡消防署の防火広報車を更新 

園部消防署の指令広報車を更新 

第 44回全国消防救助技術大会はしご登はんの部で入賞 

園部消防署丹波出張所の高規格救急自動車を更新 

管理者に桂川孝裕氏（亀岡市長）が就任 

平成 28年 

4月 

 

 

 

 

10月 

 

 

11月 

 

12月 

 

副管理者に石野茂氏（亀岡市副市長）が就任 

消防長に井内章夫氏が就任 

職員 7人を採用―職員数 191人 

京都中部広域消防組合・亀岡市・箕面市・豊能町消防相互応援協定を締結 

平成 28年熊本地震の救援活動に緊急消防援助隊京都府隊として救助隊を派遣 

京都縦貫自動車道（宮津天橋立インターチェンジから丹波インターチェンジま

で）及び山陰近畿自動車道（宮津天橋立インターチェンジから京丹後大宮イン

ターチェンジまで）における消防相互応援協定を締結 

亀岡消防署東分署の高規格救急自動車を更新 

亀岡消防署のはしご付き消防ポンプ自動車を更新 

消防本部・亀岡消防署庁舎の空調設備改修工事を実施 

平成 29年 

2月 

 

4月 

 

8月 

 

11 月 

      

12 月 

 

議長に湊泰孝氏（亀岡市議長）が就任 

園部消防署日吉出張所の高規格救急自動車を更新 

消防長に林雅彦氏が就任 

職員 8人を採用―職員数 190 人 

亀岡消防署の警防査察車を更新 

亀岡消防署東分署の連絡車を更新 

副管理者に太田昇氏（京丹波町長）が就任 

亀岡消防署の消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型（水槽付）を更新 

監査委員に篠塚信太郎氏が就任 

平成 30年   

1月 

 

 

園部消防署の高規格救急自動車を更新 

亀岡消防署の水槽付消防ポンプ自動車を更新 

１３ 
 

平成 30 年 2 月 

4月 

 

 

9月 

    

      12月 

副議長に今 不悖氏（南丹市議長）が就任 

副管理者に西村良平氏（南丹市長）が就任 

職員 11人を採用―職員数 194 人 

緊急消防援助隊に消火隊を登録 

全国瞬時警報システムを更新 

園部消防署八木出張所の連絡車を更新 

亀岡消防署の高規格救急自動車を更新 

平成 31 年  

2月 

 4月 

 

令和元年  6 月 

     10月 

12月 

 

議長に齊藤一義氏（亀岡市議長）が就任 

消防長に森一啓氏が就任 

職員 4人を採用―職員数 187 人 

119番通報等多言語同時通訳事業の運用開始 

Net119緊急通報システムの運用開始 

監査委員に梅原好範氏が就任 

令和 2年 

      2月 

      4月 

10月 

11月 

 

12月 

 

副議長に谷尻宣雄氏（南丹市議長）が就任 

職員 9人を採用―職員数 189 人 

「救急安心センターきょうと」の運用開始 

京都府中・北部地域消防指令事務協議会発足 

園部消防署八木出張所の高規格救急自動車を更新 

園部消防署の水槽付消防ポンプ自動車Ⅰ－Ｂ型を更新 

令和 3年 

      2月 

      4月 

 

8月 

11月 

 

議長に福井英昭氏（亀岡市議長）が就任 

職員 8人を採用―職員数 189 人 

緊急消防援助隊に救急隊を登録 

亀岡消防署に救急洗浄室を設置 

副管理者に畠中源一氏（京丹波町長）が就任 

令和 4年 

      1月 

      2月 

       

4月 

7月 

8月 

10月 

 

園部消防署丹波出張所の高規格救急車を更新 

亀岡消防署の救助工作車（Ⅲ型）を更新 

副議長に前田義明氏（南丹市議長）が就任 

職員 7人を採用―職員数 189 人 

園部消防署丹波出張所の連絡車を更新 

第 50回全国消防救助技術大会ほふく救出の部で入賞 

消防組合設立 40周年記念式典を挙行 

亀岡消防署東分署庁舎の空調設備改修工事を実施 

亀岡消防署東分署の高規格救急自動車を更新 

令和 5年 

2月 

4月 

 

 

7月 

 

議長に菱田光紀氏（亀岡市議長）が就任 

消防長に曽利一之氏が就任 

職員 7人を採用―職員数 186 人 

京都府消防長会予防部会長消防本部に就任 

チリ共和国へはしご車寄贈に伴い技術指導のため職員 2名を派遣 
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１４ 
 

3．歴代役職員名 

管理者 

歴  代 氏  名 在 職 期 間 附 記 

初  代 谷 口  義 久 
自 昭和 57年 4 月 1 日 

至  平成 11年 1 月 29 日 亀 岡 市 長 

２    代 田 中  英 夫 
自  平成 11年 2 月 12 日 

至  平成 15年 10 月 9 日 
〃 

３    代  栗 山  正  
自  平成 15年 11月 18 日 

至  平成 27年 11 月 8 日 
〃 

４    代  桂 川  孝 裕 
自  平成 27年 11月 13 日 

現  在  に  至  る 
〃 

副管理者 

市町名 歴 代 氏   名 在 職 期 間 附 記 

亀 岡 市 初 代 西 村  美 孝 
自 昭和 57年 4 月 1 日 

至 昭和 57年 11月 14 日 
亀 岡 市 助 役 

 ２  代  田    進 
自 昭和 58年 4 月 1 日 

至 昭和 62年 3 月 31 日 
〃 

 ３  代 田 中  英 夫 
自 昭和 62年 4 月 1 日 

至 昭和 62年 6 月 30 日 
〃 

 ４  代 山 名  義 雄 
自 昭和 62年 7 月 1 日 

至 平成 4 年 12月 31 日 
〃 

 ５  代 井 内    潔 
自 平成 5 年 1 月 1 日  

至 平成 8 年 12月 31 日 
〃 

 ６ 代 山 名  義 雄 
自 平成 9 年 1 月 1 日 

至 平成 9 年 3 月 20 日 
〃 

 ７  代 谷 村  幸 男 
自 平成 9 年 3 月 21 日 

至 平成 17年 3 月 20 日 
〃 

 

８  代 寸 田    武 
自 平成 17年 4 月 1 日 

至 平成 19年 3 月 31 日 
〃 

９  代 畠 中  一 樹 
自 平成 19年 4 月 1 日 

至 平成 21年 3 月 31 日 
亀 岡 市 副 市 長 

10  代 山 崎  達 雄 
自 平成 21年 4 月 1 日 

至 平成 24年 3 月 31 日 
    〃 

 
11  代 勝 見    彰 

自 平成 24年 4 月 1 日 

至 平成 28年 3 月 31 日 
    〃 

 
12  代 石 野    茂 

自 平成 28年 4 月 1 日 

現 在 に 至 る 
〃 

南 丹 市 初 代 中 川  圭 一 
自 平成 18年 2 月 19 日 

至 平成 18年 3 月 15 日 
南  丹  市  長 

 ２  代 佐 々 木 稔 納 
自 平成 18年 4 月 30 日 

至 平成 30年 4 月 29 日 
〃 

 ３ 代 西 村  良 平 
自 平成 30年 4 月 30 日 

現 在 に 至 る 
〃 

京 丹 波 町 初 代 松 原  茂 樹 
自 平成 17年 11月 20 日 

至 平成 21年 11月 19 日 
京 丹 波 町 長 

 
２  代 寺 尾  豊 爾 

自 平成 21年 11月 20 日 

至 平成 29年 11月 19 日 
〃 

 
３ 代 太 田    昇 

自 平成 29年 11月 20 日 

至 令和 3 年 11月 19 日 
〃 

 
４ 代 畠 中  源 一 

自 令和 3 年 11月 20 日 

現 在 に 至 る 
〃 
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１５ 
 

旧京北町 初  代 平 岩  祐 夫 
自 昭和 57年 4 月 1 日 

至 昭和 60年 6 月 24 日 
旧 京 北 町 長 

 

２  代 村 山  正 美 
自 昭和 60年 6 月 25 日 

至 平成 元年 6 月 24 日 
〃 

３  代 野 上    茂 
自 平成 元年 6 月 25 日 

至 平成 9 年 6 月 24 日 
〃 

４ 代 石 浦  道 男 
自 平成 9 年 6 月 25 日 

至 平成 17年 1 月 24 日 
〃 

旧美山町 初 代 山 内  忠 一 
自 昭和 57年 4 月 1 日 

至 平成 7 年 4 月 19 日 
旧 美 山 町 長 

 ２ 代 中 田    脩 
自 平成 7 年 4 月 23 日 

至 平成 15年 4 月 24 日 
〃 

 ３ 代 中 島  三 夫 
自 平成 15年 4 月 27 日 

至 平成 17年 12月 31 日 
〃 

旧園部町 初 代 野 中 一 二 三 
自 昭和 57年 4 月 1 日 

至 平成 17年 12月 31 日 
旧 園 部 町 長 

旧八木町 初 代 細 見    健 
自 昭和 57年 4 月 1 日 

至 平成 4 年 2 月 7 日 旧 八 木 町 長 

 ２ 代 中 川  泰 宏 
自 平成 4 年 2 月 23 日 

至 平成 14年 3 月 19 日 〃 

 ３ 代 岸 上  吉 治 
自 平成 14年 5 月 5 日 

至 平成 17年 12月 31 日 〃 

旧丹波町 初 代 田 端  長 夫 
自 昭和 57年 4 月 1 日 

至 昭和 58年 4 月 29 日 旧 丹 波 町 長 

２ 代 山 﨑  高 明 
自 昭和 58年 4 月 30 日 

至 平成 6 年 7 月 8 日 〃 

３ 代 横 山  義 雄 
自 平成 6 年 8 月 28 日 

至 平成 17年 10月 10 日 〃 

旧日吉町 初 代 湯 浅    宏 
自 昭和 57年 4 月 1 日 

至 平成 7 年 4 月 29 日 旧 日 吉 町 長 

 ２ 代  田  四 郎 
自 平成 7 年 4 月 30 日 

至  平成 11年 4 月 29 日 〃 

 ３ 代 仲 村    脩 
自 平成 11年 4 月 30 日 

至 平成 17年 12月 31 日 〃 

旧瑞穂町 初 代 畠 中  正 二 
自 昭和 57年 4 月 1 日 

至 昭和 62年 4 月 29 日 旧 瑞 穂 町 長 

 ２ 代 黒 田  一 夫 
自 昭和 62年 4 月 30 日 

至 平成 17年 10月 10 日 〃 

旧和知町 初 代 竹 内  義 男 
自 昭和 57年 4 月 1 日 

至 昭和 62年 1 月 27 日 旧 和 知 町 長 

 ２ 代 野 間  靖 隆 
自 昭和 62年 1 月 28 日 

至 平成 3 年 1 月 27 日 〃 

 ３ 代    十 倉    健 
自 平成 3 年 1 月 28 日 

至 平成 7 年 1 月 27 日 〃 

 ４ 代 野 間  靖 隆 
自 平成 7 年 1 月 28 日 

至 平成 15年 1 月 27 日 〃 

 ５ 代 堀   郁 太 郎 
自 平成 15年 1 月 28 日 

至 平成 17年 10月 10 日 〃 
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１６ 
 

議会議長 

歴  代 氏  名 在 職 期 間 附 記 

初  代 松 浦  芳 実 
自  昭和 57年 4 月 1 日 

至  昭和 58年 2 月 4 日 亀岡市議会議長 

２  代 桂    実 郎 
自  昭和 58年 2 月 28 日 

至  昭和 62年 2 月 4 日 〃 

３  代 松 浦  芳 実 
自 昭和 62年 2 月 28 日 

至 平成 4 年 3 月 27 日  〃 

４  代 美 馬  靖 征 
自 平成 4 年 6 月 6 日 

至 平成 7 年 2 月 4 日  〃 

５  代 竹 岡  良 藏 
自  平成 7 年 2 月 28 日 

至 平成 8 年 3 月 28 日  〃 

６  代 光 島  利 史 
自 平成 8 年 7 月 22 日 

至 平成 9 年 5 月 9 日 〃 

７  代 長 沢    宏 
自 平成 9 年 5 月 9 日 

至  平成 11年 2 月 4 日 〃 

８  代 小 塩  正 幸 
自  平成 11年 2 月 26 日 

至  平成 12年 2 月 15 日 〃 

９  代 湯 浅  誠 一 
自  平成 12年 2 月 28 日 

至  平成 13年 2 月 28 日 〃 

10  代 野 々 村   勉 
自  平成 13年 2 月 28 日 

至  平成 14年 2 月 15 日 〃 

11  代 堤    松 男 
自  平成 14年 2 月 28 日 

至  平成 15年 2 月 15 日 〃 

12  代 石 野  正 作 
自  平成 15年 2 月 21 日 

至  平成 16年 2 月 16 日 〃 

13  代 野 々 村 嘉 平 
自  平成 16年 2 月 26 日 

至  平成 17年 2 月 16 日 〃 

14  代 田 中  義 雄 
自  平成 17年 2 月 25 日 

至  平成 18年 2 月 16 日 〃 

15  代 竹 岡  良 藏 
自  平成 18年 3 月 29 日 

至  平成 19年 2 月 4 日 〃 

16  代 田 中  義 雄 
自  平成 19年 2 月 27 日 

至  平成 21年 2 月 16 日 〃 

17  代 松 本  冨 雄 
自  平成 21年 2 月 26 日 

至  平成 23年 2 月 4 日 〃 

18  代 石 野  善 司 
自  平成 23年 2 月 25 日 

至  平成 24年 2 月 15 日 〃 

19  代 木 曽  利  
自  平成 24年 2 月 29 日 

至  平成 26年 2 月 28 日 〃 

20  代 明 田    昭 
自  平成 26年 2 月 28 日 

至  平成 27年 2 月 4 日 〃 

21  代 西 口  純 生 
自  平成 27年 2 月 27 日 

至  平成 29年 2 月 15 日 〃 

22  代 湊    泰 孝 
自  平成 29年 2 月 28 日 

至  平成 31年 2 月 4 日 〃 

23  代 齊 藤  一 義 
自  平成 31年 2 月 28 日 

至  令和 3 年 1 月 21 日 〃 

24  代 福 井  英 昭 
自  令和 3 年 2 月 22 日 

至  令和 5 年 2 月 4 日 〃 

25  代 菱 田  光 紀  
自  令和 5 年 2 月 27 日 

現 在 に 至 る  〃 
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１７ 
 

議会副議長 

歴  代 氏  名 在 職 期 間 附 記 

初  代 佐 々 谷 重 太 郎 
自  昭和 57年 4 月 1 日 

至  昭和 62年 5 月 9 日 園部町議会議長 

２  代 高 屋  直 志 
自  昭和 62年 6 月 4 日 

至  平成 7 年 1 月 30 日 〃 

３  代 岸 上  吉 治 
自 平成 7 年 2 月 28 日 

至 平成 7 年 11月 14 日  八木町議会議長 

４  代 中 川  圭 一 
自 平成 7 年 12月 26 日 

至 平成 11年 5 月 10 日  園部町議会議長 

５  代 佐 々 谷 元 秀 
自  平成 11年 8 月 5 日 

至 平成 15年 5 月 13 日  〃 

６  代 中 川  圭 一 
自 平成 15年 7 月 11 日 

至 平成 17年 12月 31 日  〃 

７  代 高 橋  芳 治 
自  平成 18年 3 月 29 日 

至 平成 20年 3 月 2 日  南丹市議会議長 

８  代 吉 田  繁 治 
自 平成 20年 3 月 3 日 

至 平成 22年 2 月 18 日  〃 

９  代 井 尻    治 
自  平成 22年 2 月 26 日 

至 平成 24年 2 月 22 日  〃 

10  代 村 田  正 夫 
自  平成 24年 2 月 29 日 

至 平成 26年 2 月 18 日  〃 

11  代 橋 本  尊 文 
自  平成 26年 2 月 28 日 

至 平成 28年 2 月 22 日  〃 

12  代 小 中    昭 
自  平成 28年 2 月 26 日 

至 平成 30年 2 月 18 日 〃 

13  代 今   不 悖 
自  平成 30年 2 月 27 日 

至 令和 2 年 2 月 18 日  〃 

14  代 谷 尻  宣 雄 
自  令和 2 年 2 月 26 日 

至 令和 4 年 2 月 20 日 〃 

15  代 前 田  義 明 
自  令和 4 年 2 月 28 日 

現 在 に 至 る  〃 

収入役 

歴  代 氏  名 在 職 期 間 附 記 

初  代 安 藤  重 直 
自  昭和 57年 4 月 1 日 

至  昭和 60年 4 月 5 日 亀岡市収入役 

２  代 山 名  義 雄 
自  昭和 60年 4 月 6 日 

至  昭和 62年 6 月 30 日 〃 

３  代 井 内    潔 
自  昭和 62年 7 月 1 日 

至  平成 4 年 12月 31 日 〃 

４  代 中 川  太 郎 
自  平成 5 年 1 月 1 日 

至  平成 12年 12月 31 日 〃 

５  代 畠 中  一 樹 
自  平成 13年 1 月 1 日 

至  平成 17 年 3月 31 日 〃 
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１８ 
 

消防長 

歴  代 氏     名 在 職 期 間 附 記 

初  代 溝 口  弘 和 
自  昭和 57年 4 月 1 日 

至 昭和 59年 3 月 31 日  

２  代 森 川  唯 男 
自 昭和 59年 5 月 1 日 

至 昭和 60年 3 月 31 日 
昭和 59年 4月 1日から 4月

30日まで消防長職務代理者 

３  代 山 口  真 一 
自 昭和 60年 4 月 1 日 

至 昭和 63年 3 月 31 日  

４  代 松 本  貞 男 
自 昭和 63年 4 月 1 日 

至 平成 6 年 3 月 31 日  

５  代 岸 本  有 重 
自 平成 6 年 4 月 1 日 

至 平成 10年 3 月 31 日  

６  代 田 中  義 啓 
自 平成 10年 4 月 1 日 

至  平成 11年 3 月 31 日  

７  代  吉 岡  弘 行 
自 平成 11年 4 月 1 日 

至  平成 13年 3 月 31 日  

８  代 村 上       勝 
自  平成 13年 4 月 1 日 

至  平成 15年 3 月 31 日  

９  代  田     道 
自  平成 15年 4 月 1 日 

至  平成 19年 3 月 31 日  

10  代  田  俊 孝 
自  平成 19年 4 月 1 日 

至  平成 22年 3 月 31 日  

11  代 野 々 村 邦 広 
自  平成 22年 4 月 1 日 

至  平成 27年 3 月 31 日  

12  代 原 野  信 孝 
自  平成 27年 4 月 1 日 

至  平成 28年 3 月 31 日  

13  代 井 内  章 夫 
自  平成 28年 4 月 1 日 

至  平成 29年 3 月 31 日  

14  代 林    雅 彦 
自  平成 29年 4 月 1 日 

至  平成 31年 3 月 31 日  

15  代 森    一 啓 
自  平成 31年 4 月 1 日 

至  令和 5 年 3 月 31 日  

16  代 曽 利  一 之 
自  令和 5 年 4 月 1 日 

現 在 に 至 る  

消防次長 

歴  代 氏     名 在 職 期 間 附 記 

 森 川  唯 男 
自  昭和 57年 4 月 1 日 

至 昭和 59年 4 月 30 日  

 井 上  邦 雄 
自  昭和 59年 5 月 1 日 

至 昭和 60年 3 月 31 日  

 山 口  真 一 
自  昭和 61年 10 月 1 日 

至 昭和 63年 3 月 31 日  

 松 本  貞 男 
自  昭和 63年 4 月 1 日 

至 平成 5 年 3 月 31 日  

 岸 本  有 重 
自  平成 5 年 4 月 1 日 

至 平成 6 年 3 月 31 日  

 大 石    武 
自  平成 6 年 6 月 1 日 

至 平成 9 年 3 月 31 日  

 伴    勝 美 
自  平成 9 年 4 月 1 日 

至 平成 12年 3 月 31 日  

 村 上    勝 
自  平成 12年 4 月 1 日 

至 平成 13年 3 月 31 日  
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１９ 
 

 美 馬  克 次 
自  平成 13年 4 月 1 日 

至 平成 14年 3 月 31 日  

  田   道 
自  平成 14年 4 月 1 日 

至 平成 15年 3 月 31 日  

 中 井  喜 嗣 
自  平成 15年 4 月 1 日 

至 平成 16年 3 月 31 日  

 稲 荷  直 加 
自  平成 16年 4 月 1 日 

至 平成 19年 3 月 31 日  

  田  俊 孝 
自  平成 18年 4 月 1 日 

至 平成 19年 3 月 31 日  

 原 野  信 孝 
自  平成 19年 4 月 1 日 

至 平成 27年 3 月 31 日  

 野 々 村 邦 広 
自  平成 20年 4 月 1 日 

至 平成 22年 3 月 31 日  

  田    均 
自  平成 22年 4 月 1 日 

至 平成 24年 3 月 31 日  

 林    雅 彦 
自  平成 27年 4 月 1 日 

至 平成 29年 3 月 31 日  

 井 内  章 夫 
自  平成 27年 4 月 1 日 

至 平成 28年 3 月 31 日  

 中 川  能 季 
自  平成 27年 4 月 1 日 

至 平成 30年 3 月 31 日  

 森    一 啓 
自  平成 29年 4 月 1 日 

至 平成 31年 3 月 31 日  

 安 井  義 人 
自  平成 31年 4 月 1 日 

至 令和 3 年 3 月 31 日  

 齊 藤  浩 久 
自  令和 2 年 4 月 1 日 

至 令和 4 年 3 月 31 日  

 曽 利  一 之 
自  令和 3 年 4 月 1 日 

至  令和 5 年 3 月 31 日  

 中 川     猛 
自  令和 5 年 4 月 1 日 

現 在 に 至 る  

亀岡消防署長 

歴  代 氏     名 在 職 期 間 附 記 

初  代 橋 本  恒 夫 
自  昭和 57年 4 月 1 日 

至 昭和 59年 3 月 31 日  

２  代 西 田  欣 生 
自  昭和 59年 4 月 1 日 

至 平成 元年 3 月 31 日  

３  代 岸 本  有 重 
自  平成 元年 4 月 1 日 

至 平成 5 年 3 月 31 日  

４  代 田 中  義 啓 
自  平成 5 年 4 月 1 日 

至 平成 7 年 4 月 30 日  

５  代 吉 岡  弘 行 
自  平成 7 年 5 月 1 日 

至 平成 10年 4 月 30 日  

６  代  田   道 
自  平成 10年 5 月 1 日 

至 平成 14年 3 月 31 日  

７  代 川 本  利 三 
自  平成 14年 4 月 1 日 

至 平成 16年 3 月 31 日  

８  代 安 川  一 之 
自  平成 16年 4 月 1 日 

至 平成 18年 3 月 31 日  

９  代 原 野  信 孝 
自  平成 18年 4 月 1 日 

至 平成 19年 3 月 31 日  

10  代 野 々 村 邦 広 
自  平成 19年 4 月 1 日 

至 平成 20年 3 月 31 日  
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２０ 
 

11  代  田    均  
自  平成 20年 4 月 1 日 

至 平成 21年 3 月 31 日  

12  代 森    滋 夫 
自  平成 21年 4 月 1 日 

至 平成 24年 3 月 31 日  

13  代 林    雅 彦 
自  平成 24年 4 月 1 日 

至 平成 28年 3 月 31 日  

14  代 中 川  能 季 
自  平成 28年 4 月 1 日 

至 平成 29年 3 月 31 日  

15  代 伊 津  良 樹 
自  平成 29年 4 月 1 日 

至 平成 31年 3 月 31 日  

16  代 菊 井    誠 
自  平成 31年 4 月 1 日 

至 令和 4 年 3 月 31 日  

17  代 中 川    猛 
自  令和 4 年 4 月 1 日 

至  令和 5 年 3 月 31 日  

18  代 田 村   康 明 
自  令和 5 年 4 月 1 日 

現 在 に 至 る  

園部消防署長 

歴  代 氏     名 在 職 期 間 附 記 

初  代 岸 本  有 重 
自  昭和 57年 10 月 1 日 

至 昭和 59年 3 月 31 日  

２  代 田 井    晃 
自  昭和 59年 4 月 1 日 

至 平成 元年 3 月 31 日  

３  代 西 田  欣 生 
自  平成 元年 4 月 1 日 

至 平成 4 年 3 月 31 日  

４  代 田 井    晃 
自  平成 4 年 4 月 1 日 

至 平成 5 年 3 月 31 日  

５  代 俣 野  幸 雄 
自  平成 5 年 4 月 1 日 

至 平成 7 年 4 月 30 日  

６  代 田 中  義 啓 
自  平成 7 年 5 月 1 日 

至 平成 10年 3 月 31 日  

７  代 吉 岡  弘 行 
自  平成 10年 5 月 1 日 

至 平成 11年 3 月 31 日  

８  代 川 本  利 三 
自  平成 11年 5 月 1 日 

至 平成 14年 3 月 31 日  

９  代 安 川  一 之 
自  平成 14年 4 月 1 日 

至 平成 16年 3 月 31 日  

10  代  村  克 己 
自  平成 16年 4 月 1 日 

至 平成 18年 3 月 31 日  

11  代  田  俊 孝 
自  平成 18年 4 月 1 日 

至 平成 19年 3 月 31 日  

12  代  田    均 
自  平成 19年 4 月 1 日 

至 平成 20年 3 月 31 日  

13  代 原 野  信 孝 
自  平成 20年 4 月 1 日 

至 平成 22年 3 月 31 日  

14  代  田    均 
自  平成 22年 4 月 1 日 

至 平成 24年 3 月 31 日  

15  代 中 川  能 季 
自  平成 24年 4 月 1 日 

至 平成 27年 3 月 31 日  

16  代 井 内  章 夫 
自  平成 27年 4 月 1 日 

至 平成 28年 3 月 31 日  

17  代 畑 中  克 彦 
自  平成 28年 4 月 1 日 

至 平成 30年 3 月 10 日  

18  代 久 保 元 哲 志 
自  平成 30年 4 月 1 日 

至 令和 2 年 3 月 31 日  
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２１ 
 

19  代 上 原  正 男 
自  令和 2 年 4 月 1 日 

至 令和 3 年 3 月 31 日  

20  代 渕 上    剛 
自  令和 3 年 4 月 1 日 

至  令和 5 年 3 月 31 日  

21  代 奥 本   博 昭 
自  令和 5 年 4 月 1 日 

現 在 に 至 る  
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２２ 
 

4．構成市町面積、人口及び世帯数並びに圏域人口推移 

（令和 5年 4月 1日現在） 

市町名 面 積 人 口 （人） 世帯数 人口密度 
（K㎡） 男 女 計 （世帯） （1K㎡当り） 

亀 岡 市 224.80  42,351  44,624  86,975  40,165  387 

南 丹 市 616.40 14,705 15,537 30,242 14,269 49 

京丹波町 303.09 6,143 6,733 12,876 6,136 42 

合    計 1,144.29  63,199 66,894 130,093 60,570 114 

 
 

  
     

   
 

       

        

        

        

        

 
 

      

        

        

        

        

        

        

  
 

     

        

        

        

 
 
圏域人口推移 

年         別 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

圏域人口（人） 134,656 133,274 132,095 131,104 130,093 

 

  

亀岡市 
67％ 

構成市町人口比較 
亀岡市

20%

南丹市

54%

京丹波町

26%

構成市町面積比較

構成市町面積比較

1,144.29K㎡
令和5年国土地理院

南丹市 
23％ 

管内人口合計 

130,093人 

令和 5年 4月 1日 

京丹波町 
10％ 
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２３ 
 

5．消防庁舎の現況 

（令和 5年 4月 1日現在） 

区 分 所  在  地 構  造 
建築（取得）

年月日 

敷地面積

（㎡） 

建築延面積

（㎡） 

消 防 本 部 

亀岡消防署 

亀岡市荒塚町 1丁目 

9番 1号 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 

３階建 S54.7.31 2,478.23 1,831.54 

東  分  署 
亀岡市篠町篠 

      向谷 5番地の 1 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 

２階建 H6.12.21 1,871.29 1,035.43 

園部消防署 
南丹市園部町上木崎町 

   大将軍 19番地 2 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 

２階建 S57.9.20 2,865.66 843.34 

八木出張所 
南丹市八木町八木 

    河原 20番地 30 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 

２階建 S59.3.30 559.91 267.00 

日吉出張所 
南丹市日吉町胡麻 

  イカガヘラ 13番地 9 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 

２階建 
H18.7.26 1,293.60 365.04 

美山出張所 
南丹市美山町静原 

     石橋 8番地 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 

２階建 S57.9.20 688.63 268.11 

丹波出張所 
船井郡京丹波町富田 

    長野 40番地 3 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 

２階建 S57.9.20 609.77 268.11 

訓  練  場 
亀岡市荒塚町１丁目 

       18番 4 
――――― S59.3.31 1,228.47 ――― 

訓 練 場 等 
亀岡市荒塚町１丁目 

       29番 1 
――――― H20.3.11 999.14 ――― 

 

消防庁舎の配置 
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２４ 
 

1． 『安心して暮らせる災害に強いまちづくり』の推進 

～守ろう地域をみんなの力で 安全・安心のまちづくりを消防から～ 

近年の価値観の多様化や高齢化社会の到来等による社会環境の変化、また交

通ネットワークの整備に伴う輸送時間等の短縮は地域社会を活性化させ、さら

には過疎・過密化現象が進行し、消防を取り巻く環境は大きく変貌しています。 

このような社会情勢を背景として、災害の様相も複雑多様化、大規模化する

とともに、武力攻撃やＮＢＣテロなど予測しがたい災害の発生危険も増大して

おり、これらに的確に対応するため、消防力の強化や救急業務の高度化、さら

には、原子力災害や特殊災害への対応など、社会情勢の動向に対応した新たな

消防行政需要に対応できる消防体制の充実強化を図る必要があります。 

当消防本部では、｢守ろう地域をみんなの力で 安全・安心のまちづくりを

消防から｣をモットーとして、火災・救急・救助体制の充実強化と人命安全対策

の展開、さらにこれを支える活力ある消防組織体制の確立に努め、地域住民の

負託に応えています。 

 施策の体系 

 

安心して暮らせる災害に強いまちづくり 

地域の消防対応能力の強化 

住民を対象にした各種催物の開催と関連機器の整備 

住民等に対する防火防災意識の高揚 

消防防災体制の充実強化 

活力ある消防組織の確立 

救急・救助体制の整備 

消防車両の更新整備・消防庁舎設備の改修 

災害情報体制の充実 

新型コロナウイルス感染症等の対策強化 

新しい時代を担う人づくり 

快適な職場環境の整備 

職員健康診断の充実 
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２５ 
 

2.  消防組合の組織機構 

 
 
 

(令和5年4月1日現在）

組合議会 管 理 者 監査委員

副管理者 公平委員会

会計管理者

消 防 長 会　計　課

消防次長

総務課 消防課 指令課

予
 
防
 
係

警
 
防
 
係

指
令
第
１
係

指
令
第
２
係

亀岡消防署 園部消防署

総
 
務
 
係

財
 
務
 
係

警防課

庶
 
務
 
係

予
 
防
 
係

警
防
第
１
係

警
防
第
２
係

救
急
第
１
係

庶
 
務
 
係

予防課 警防課 東分署 予防課

救
急
第
２
係

警
防
第
１
係

警
防
第
２
係

救
急
第
１
係

救
急
第
２
係

日
吉
出
張
所

美
山
出
張
所

丹
波
出
張
所

予
 
防
 
係

警
防
第
１
係

警
防
第
２
係

救
急
第
１
係

救
急
第
２
係

八
木
出
張
所
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２６ 
 

3．消防組合の事務分掌 

会  計  課 

 1. 現金（現金に代え納付される証券及び基金に属する現

金を含む。）の出納保管及び記録管理に関すること。 

 2. 小切手の振り出しに関すること。 

 3. 有価証券（公有財産又は基金に属するものを含む。）

の出納、保管に関すること。 

 4. 収入支出書類の整理及び保管に関すること。 

 5. 支出負担行為の確認に関すること。 

 6. 決算に関すること。 

 7. 指定金融機関等に関すること。 

 8. 収入、支出命令の審査に関すること。 

 9. 財産台帳及び物品台帳（他課、署の管理物品を除く。）

の整理に関すること。 

10. その他収入、支出に関すること。（支出命令を除く。） 

11. 課の庶務に関すること。 
 
4．消防本部の事務分掌 

総 

務 

課 

 

総 務 係 

 1. 主要施策の企画、調査及び立案に関すること。 

 2. 儀式及び表彰に関すること。 

 3. 消防基本計画及び実施計画に関すること。 

 4. 消防行政に必要な情報の収集に関すること。 

 5. 消防年報の発行に関すること。 

 6. 組合史の記録に関すること。 

 7. 国・府に関する陳情及び要望に関すること。 

 8. 消防長会に関すること。 

 9. 課長会議に関すること。 

10. 主要事務事業の進行管理に関すること。 

11. 事務能率に関すること。 

12. 条例、規則等の制定改廃及び公布に関すること。 

13. 公告式に関すること。 

14. 議会に関すること。 

15. 監査委員及び公平委員会に関すること。 

16. 公印の保管に関すること。 

17. 文書の収受及び発送に関すること。 

18. 物品の購入及び貸借の契約並びにその管理に関すること。 

19. 消防本部庁舎及びその付属設備に関すること。 

20. 組合構成市町との連絡及び調整に関すること。 

21. 管内消防団との連絡及び調整に関すること。 

22. 職員の任免及び選考に関すること。 

23. 職員の定数及びその配置に関すること。 

24. 職員の福利厚生、保健及び衛生管理に関すること。 

25. 職員共済組合及び職員厚生会に関すること。 

26. 職員委員会に関すること。 

27. 職員の提案に関すること。 

28. 職員図書に関すること。 

29. 職員の給与その他勤務条件に関すること。 

30. 職員の考課及び研修に関すること。 
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２７ 
 

総 

務 

課 

 

総 務 係 

31. 職員の進退、賞罰、服務及び身分に関すること。 

32. 職員の公務災害に関すること。 

33. 職員の被服等貸与に関すること。 

34. 課の庶務及びその他、他課に属さないこと。 

財 務 係 

 1. 予算の編成に関すること。 

 2. 予算の執行管理及び調整に関すること。 

 3. 基金の管理事務に関すること。 

 4. 組合債、借入金及び補助金に関すること。 

 5. 財政事情の公表に関すること。 

 6. 分担金及び手数料に関すること。 
 7. 組合財産の保険契約に関すること。 

 8. 契約に係る検査に関すること。  

 9. 消防用財産の取得、処分及び管理に関すること。 

消 

防 

課 

 

予 防 係 

 1. 火災予防の対策に関すること。 

 2. 火災予防運動及び広報広聴に関すること。 

 3. 防火団体の育成指導に関すること。 

 4. 文化財の防火対策に関すること。 

 5. 予防統計、調査に関すること。 

 6. 消防用設備等の設置指導に関すること。 

 7. 建築物の確認同意事務に関すること。 

 8. 危険物及び指定可燃物の規制に関すること。 

 9. 液化石油ガス等の防火指導に関すること。 

10. 課の庶務に関すること。 

警 防 係 

 1. 消防地水利の開発保全に関すること。 

 2. 消防警備計画及び警戒防禦に関すること。 

 3. 消防機械器具の整備及び安全対策に関すること。 

 4. 消防緊急車両の安全運転に関すること。 

 5. 救助、救急対策に関すること。 

 6. 火災原因調査に関すること。 

 7. 災害対策及び消防相互応援に関すること。 

指 

令 

課 

指 令 係 

 1. 消防隊、救助隊及び救急隊の出動計画及び運用に関するこ

と。 

 2. 消防通信の運用に関すること。 

 3. 災害現場の運用に関すること。 

 4. 気象情報の受信連絡及び掌理に関すること。 

 5. 職員の非常招集に関すること。 

 6. 消防緊急通信指令システムの運用管理に関すること。 

 7. 消防救急無線の整備及び運用管理に関すること。 

 8. その他通信事務全般に関すること。 

 9. 火災・救急・救助統計に関すること。 

10. 情報基盤の整備等に関すること。 

11. 庁内 LAN の運用管理に関すること。 

12. 消防組合ホームページの運用管理に関すること。 

13. 予防・警防システムの運用管理に関すること。 

14. 課の庶務に関すること。 
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5．消防署の事務分掌 

予 

 

防 

 

課 

庶 務 係 

 1. 公印の保管及び文書の収受、発送に関すること。 

 2. 職員の配置、服務その他身分に関すること。 

 3. 職員の福利厚生及び保健衛生に関すること。 

 4. 職員の教養訓練に関すること。 

 5. 職員の招集及び応援に関すること。 

 6. 庁舎及び付属施設の管理に関すること。 

 7. 物品の購入、修繕及び貸借の契約並びにその管理に関する

こと。 

 8. 消防署、課の庶務及び他の課、係並びに出張所に属さない

事務に関すること。 

予 防 係 

 1. 火災予防の対策に関すること。 

 2. 防火対象物等の立入検査及び火災予防上必要なものの検

査に関すること。 

 3. 火災予防運動及び広報広聴の実施に関すること。 

 4. 防火団体の育成指導及び連絡協調に関すること。 

 5. 防火管理者の指導に関すること。 

 6. 防火相談に関すること。 

 7. 火を使用する設備等の指導に関すること。 

 8. 火災警報等の伝達に関すること。 

 9. 防炎規制に関すること。 

10. 文化財の防火に関すること。 

11. その他火災予防に関すること。 

12. 消防用設備等の指導に関すること。 

13. 危険物関係の許認可及び規制に関すること。 

14. 危険物取扱者及び危険物製造所等の所有者等の指導に関

すること。 

15. 液化石油ガス、その他高圧ガスの防火指導に関すること。 

16. 危険物機器の検査に関すること。 

17. 火薬その他特殊な物質の防火に関すること。 

18. 危険物関係の立入検査に関すること。 

19. 建築物の確認同意事務に関すること。 

20. 指定可燃物等の規制に関すること。 

警 

 

防 

 

課 

警 防 係 

 1. 災害の警戒防禦に関すること。 

 2. 火災の原因及び損害の調査に関すること。 

 3. 消防情報及び統計に関すること。 

 4. 消防施設及び地水利に関すること。 

 5. 消防通信に関すること。 

 6. 職員及び消防団員の訓練指導に関すること。 

 7. 消防及び救助機械器具の整備保全に関すること。 

救 急 係 

 1. 救急に関すること。 

 2. 救急機械器具の整備保全に関すること。 

 3. 救急技術の指導及び訓練に関すること。 

 4. 医療機関との連絡に関すること。 

 5. 救急統計に関すること。 
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6．消防予算（令和 5年度一般会計当初予算） 

歳 入 
（令和 5年 4月 1日現在）（単位 千円） 

款  別 本 年 度 構成比(%) 前 年 度 比 較 

１ 分担金及び負担金 1,917,894 92.13 1,931,505  △13,611 

２ 使用料及び手数料 1,700 0.08 1,300  400 

３ 国 庫 支 出 金 13,810 0.66 0  13,810 

４ 府 支 出 金 9,000 0.43 9,000  0 

５ 財 産 収 入 95 0.01 160  △65 

６ 繰 入 金 0 0.00 110,434  △110,434 

７ 繰 越 金 5,000 0.24 5,000  0 

８ 諸 収 入 901 0.04 601  300 

９ 組 合 債 133,400 6.41 287,700  △154,300 

 合 計 2,081,800 100.00 2,345,700  △263,900 

 

歳 出 
（令和 5年 4月 1日現在）（単位 千円） 

款  別 本 年 度 構成比(%) 前 年 度 比 較 

１ 議 会 費  722  0.03  722  0 

２ 総 務 費 1,109  0.05  1,109  0 

３ 消 防 費 1,934,719  92.94  2,208,174  △273,455 

４ 公 債 費 140,250  6.74  130,695  9,555 

５ 予 備 費 5,000  0.24  5,000  0 

 合 計 2,081,800  100.00  2,345,700  △263,900 
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性質別歳出内訳 

（令和 5年 4月 1日現在）（単位 千円） 

     区 分 

 

 性質別 

本 年 度 構成比(%) 前 年 度 比   較 

人 件 費 1,499,432 72.03  1,623,128 △123,696 

物 件 費 165,853  7.97  152,078  13,775 

維 持 補 修 費 3,601  0.17  28,027  △24,426 

補 助 費 17,650  0.84  13,875  3,775 

普 通 建 設 事 業 費 149,979  7.20  292,815  △142,836 

公 債 費 140,250  6.74  130,695  9,555 

積 立 金 100,035  4.81  100,082  △47 

予 備 費 5,000  0.24  5,000  0 

合   計 2,081,800  100.00  2,345,700  △263,900 

 

構成市町等負担金 

（令和 5年 4月 1日現在）（単位 千円） 

 

 

      区分  

 

構成市町等 

本 年 度 構成比(%) 前 年 度 比   較 

亀 岡 市 995,234  51.89  1,017,581  △22,347 

南 丹 市 635,451  33.13  637,429  △1,978 

京 丹 波 町 287,209  14.98  276,495  10,714 

合   計 1,917,894  100.00  1,931,505  △13,611 
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7．職員の配置 
      (令和 5年 4月 1日現在) 

       区分 
 所属 

職    員 
    合計 

会計管理者 課長 
課長補佐 

兼 係 長 
主幹 主任 

消
防
組
合 

会 計 管 理 者   (1)                           (1) 

会 計 課       (1)   (1)   (1)   (1)           (4) 

合 計   (1)   (1)   (1)   (1)   (1)           (5) 

                   

       階級 

 所属  
消防監 

消 防 

司令長 

消 防 

司 令 

消 防 

司令補 

消 防 

士 長 

消 防 

副士長 
消防士 合計 

消 
 
  

防  
  

本  
  

部 

消  防  長 1                           1   

消 防 次 長     1                        1    

総 務 課     2        4            7    13   

  総 務 係        1    2    2  (2)       5  (2) 

  財 務 係         1    1                2    

消 防 課     1    2                    3    

  予 防 係         (1) 1                1  (1) 

  警 防 係         1            1        2   

指 令 課     2    5    2                9   

  指 令 第 １ 係          (1)  1        1        2  (1)  

  指 令 第 ２ 係          (1)  2        1        3  (1)  
  小   計 1    6    10  (3) 13    2  (2) 3    7    42  (5) 

亀 
 
  

岡  
  

消  
  

防  
  

署 

        2                        2    

予 防 課       (1) 1                    1  (1) 

  庶 務 係            4          (2)   (2) 4  (4) 

  予 防 係           (1) 2        1  (1)   (1) 3  (3) 

警 防 課         5    4                9   

  警 防 第 １ 係           (1) 2    2    3    3    10  (1) 

  警 防 第 ２ 係           (1) 2    2    3    3    10  (1) 

  救 急 第 １ 係             2        1        3    

  救 急 第 ２ 係             2        1        3    

東 分 署         3    2                5    

  警 防 第 １ 係           (1) 1    1    1    2    5  (1) 

  警 防 第 ２ 係           (1) 1    1    1    2    5  (1) 

  救 急 第 １ 係             2        1        3    

  救 急 第 ２ 係             2    1            3    
  小   計     2  (1) 9  (5) 26    7    12  (3) 10  (3) 66  (12) 

園 
 
  
 

部 
  
  

消  
  
 

防 
  
  

署 

        2                        2   

予 防 課         1                    1   

  庶 務 係             1    1          (2) 2  (2) 

  予 防 係           (1) 2      (2) 1  (2)     3  (5) 

警 防 課       (1) 4    2                6  (1) 

  警 防 第 １ 係           (1) 2    1    1    2    6  (1) 

  警 防 第 ２ 係           (1) 2    1    1    2    6  (1) 

  救 急 第 １ 係             1    1    1        3   

  救 急 第 ２ 係             1    1    1        3   

  八 木 出 張 所         3    4    2    1    1    11    

  日 吉 出 張 所         3    4    1    1    2    11    

  美 山 出 張 所         3    3    2    1    2    11    

  丹 波 出 張 所         3    4    3    2    1    13    

  小   計     2  (1) 17  (3) 26    13  (2) 10  (2) 10  (2) 78  (10) 
 合   計 1    10  (2) 36  (11) 65    22  (4) 25  (5) 27  (5) 186  (27) 

※（ ）内は事務取扱又は兼務を示す。 
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8．職員の年齢 

        (令和 5年 4月 1日現在） 

        階級  

 年齢 
消防監 

消 防 

司令長 

消 防 

司  令 

消 防 

司令補 

消 防 

士 長 

消 防 

副士長 
消防士 合計 

平均年齢（才／月） 59/3 56/2 52/3 41/5 31/7 26/9 22/8 38/7 

人 員 合 計 1 10 36 65 22 25 27 186 

 18 才以上 19 才未満       1  

 19 才 〃  20 才 〃       2  

 20 才 〃  21 才 〃       3  

 21 才 〃  22 才 〃       1  

 22 才 〃  23 才 〃       8  

 23 才 〃  24 才 〃      2 5  

 24 才 〃  25 才 〃      4 5  

 25 才 〃  26 才 〃      5 1  

 26 才 〃  27 才 〃      3 1  

 27 才 〃  28 才 〃      5   

 28 才 〃  29 才 〃     3 1   

 29 才 〃  30 才 〃      3   

 30 才 〃  31 才 〃     5 1   

 31 才 〃  32 才 〃     5 1   

 32 才 〃  33 才 〃    1 5    

 33 才 〃  34 才 〃    5 1    

 34 才 〃  35 才 〃    4 2    

 35 才 〃  36 才 〃    1 1    

 36 才 〃  37 才 〃    3     

 37 才 〃  38 才 〃    5     

 38 才 〃  39 才 〃    4     

 39 才 〃  40 才 〃    3     

 40 才 〃  41 才 〃    5     

 41 才 〃  42 才 〃    3     

 42 才 〃  43 才 〃    8     

 43 才 〃  44 才 〃    3     

 44 才 〃  45 才 〃   1 3     

 45 才 〃  46 才 〃    4     

 46 才 〃  47 才 〃   1 2     

 47 才 〃  48 才 〃   2      

 48 才 〃  49 才 〃   3 6     

 49 才 〃  50 才 〃   1 2     

 50 才 〃  51 才 〃   6      

 51 才 〃  52 才 〃    1     

 52 才 〃  53 才 〃   8      

 53 才 〃  54 才 〃  1 2      

 54 才 〃  55 才 〃   4 2     

 55 才 〃  56 才 〃  2 3      

 56 才 〃  57 才 〃  5 2      

 57 才 〃  58 才 〃  1 1      

 58 才 〃  59 才 〃   1      

 59 才 〃  60 才 〃 1 1 1      

 60 才以上         
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9．職員の勤続年数   

 (令和 5年 4月 1日現在)  

               階級 

 年数 
消防監 

消 防 

司令長 

消 防 

司 令 

消 防 

司令補 

消 防 

士 長 

消 防 

副士長 
消防士 合計 

平均勤続年数(年／月) 41 34/3 31/9 19/5 8/1 4/11 1/5  

合     計 1 10 36 65 22 25 27 186 

  1 年未満       7 7 

  1 年以上 2 年未満     1  7 8 

  2 年 〃  3 年 〃       8 8 

  3 年 〃  4 年 〃      5 4 9 

  4 年 〃  5 年 〃      3 1 4 

  5 年 〃  6 年 〃     1 10  11 

  6 年 〃  7 年 〃     3 4  7 

  7 年 〃  8 年 〃     3 1  4 

  8 年 〃  9 年 〃     3 2  5 

  9 年 〃 10 年 〃     6   6 

 10 年 〃 11 年 〃    4 1   5 

 11 年 〃 12 年 〃    2 3   5 

 12 年 〃 13 年 〃         

 13 年 〃 14 年 〃    3 1   4 

 14 年 〃 15 年 〃    2    2 

 15 年 〃 16 年 〃    7    7 

 16 年 〃 17 年 〃    5    5 

 17 年 〃 18 年 〃    5    5 

 18 年 〃 19 年 〃    5    5 

 19 年 〃 20 年 〃    6    6 

 20 年 〃 21 年 〃         

 21 年 〃 22 年 〃   1 5    6 

 22 年 〃 23 年 〃    3    3 

 23 年 〃 24 年 〃         

 24 年 〃 25 年 〃   1 4    5 

 25 年 〃 26 年 〃         

 26 年 〃 27 年 〃   3 7    10 

 27 年 〃 28 年 〃         

 28 年 〃 29 年 〃         

 29 年 〃 30 年 〃   1 2    3 

 30 年 〃 31 年 〃  2 13 4    19 

 31 年 〃 32 年 〃  2 3 1    6 

 32 年 〃 33 年 〃         

 33 年 〃 34 年 〃         

 34 年 〃 35 年 〃  2 7     9 

 35 年 〃 36 年 〃         

 36 年以上 1 4 7     12 
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10．職員の資格取得状況 
(令和 5年 7月 1日現在） 

         階級 

 種別  
合計 消防監 

消 防 

司令長 

消 防 

司 令 

消 防 

司令補 

消 防 

士 長 

消 防 

副士長 
消防士 

救 急 救 命 士 58    1  17  25  5  6  4  

予 防 技 術 資 格 者 19  1  2  3  12  1    

大 型 自 動 車 159  1  10  36  65  21  24  2  

大 型 特 殊 ･ 牽 引 車 7    3  3    1  

普 通 自 動 車 185  1  10  36  65  22  25  26  

自 動 二 輪 58    3  14  18  8  8  7  

高 所 作 業 車 3    1  2     

自 動 車 整 備 士 1    1      

小 型 船 舶 操 縦 士 53   2  10  18  11  8  4  

移 動 式 ク レ ー ン 53   1  16  27  8  1   

玉 掛 技 能 64   1  18  31  8  5  1  

消 防 設 備 士 （ 甲 種 ） 1     1     

消 防 設 備 士 （ 乙 種 ） 13    4  8   1   

電 気 工 事 士 1     1     

危険物取扱者（乙種） 85  1  5  16  31  7  16  9  

危険物取扱者（丙種） 1   1       

潜 水 士 43   5  12  19  5   2  

酸 素 欠 乏 ・ 硫 化 水 素 

危 険 作 業 主 任 者 51   4  15  24  7   1  

特定化学物質等作業主任者 18   1  8  9     

溶接技能者 ( ｶ ﾞ ｽ ･ ｱ ｰ ｸ） 39   2  14  20  2  1   

特 殊 無 線 技 士 36   7  13  15   1   

ア マ チ ュ ア 無 線 技 士 13   4  8  1     

毒 劇 物 取 扱 者 1    1      

火薬類取扱保安責任者 1    1      

有 機 溶 剤 作 業 主 任 者 1    1      

足 場 組 立 作 業 主 任 者 2    1  1     

衛 生 管 理 者 6   1  3  2     

応 急 危 険 度 判 定 士 2     2      
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11．職員の研修状況 
(令和 5年 4月 1日現在） 

                    年度  

 

 区分  

平  成 

30 年度 

令 和 

元年度 

令 和 

2 年度 

令 和 

3 年度 

令 和 

4 年度 

消 防 大 学 校 

上 級 幹 部 科      

総 合 教 育 幹 部 科     1 

警 防 科    1  

予 防 科 1     

危 険 物 科      

救 助 科  1  1  

火 災 調 査 科 1 1    

新 任 教 官 科      

救 急 振 興 財 団 救急隊員シンポジウム 1     

消防科学総合センター 火 災 調 査 技 術 会 議      

京 都 府 立 消 防 学 校 

初 任 科 10 4 9 8 7 

初 級 幹 部 科 1  1   

中 級 幹 部 科  2  1  

上 級 幹 部 科      

専 科 予 防 査 察 科 2 1 1 2 1 

専 科 危 険 物 科 1 1 1 1 1 

専 科 救 急 科 7 3 7 8 7 

専 科 警 防 科 1 2   2 

専 科 救 助 科 2 1 2  1 

専 科 特 殊 災 害 科 1 2 1 1 1 

専 科 火 災 調 査 科 1 2   1 

消 防 団 指 導 科 2    2 

文部科学省登山研修所 山 岳 遭 難 救 助 研 修 会  1    

京都府市町村振興協会 

新 規 採 用 職 員 研 修 2 3 2 4 1 

新 任 係 長 研 修 2 2  2 2 

管 理 職 研 修 1 2 2 18 18 

法 制 執 務 研 修 3 2 2 5 4 

大 阪 市 消 防 局 実 務 研 修 1 1    

京 都 市 消 防 局 救 急 救 命 士 養 成 課 程     1 

日本臨床救急医学会 日本臨床救急医学会総会  1  1 1 

交 通 安 全 施 設 緊急自動車運転講習会 2 2  2 2 

日 本 経 営 協 会 行 政 管 理 講 座 2    2 

日 本 無 線 協 会 特殊無線技士養成課程 2 2 2  2 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

予   防 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

35



 
 

 

 

 

 

 

 

 

予   防 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





３６ 
 

1．住民に信頼される予防行政の推進 

消防法では、建築物など火災予防行政の主たる対象となるものを「防火対象物」

と定義し、その用途や規模等に応じて、火災予防のための人的体制の整備や消防用

設備等の設置、防炎物品の使用などを義務付けています。近年、新たな利用形態に

よる防火対象物の使用や大規模化・複合化が進んでいます。 

また、令和３年中の火災による死者は１，４１７人で、このうち、住宅火災によ

る死者数（放火自殺者等を除く。）は９６６人と、前年と比較して６７人（７．５％）

増加となっています。 

消防本部では、住民生活の安全を確保するため、消防法令違反のある防火対象物

の違反是正指導や公表制度の運用をはじめ、防火管理の徹底、危険物施設に対する

自主保安体制の確立等を積極的に推進するとともに、住宅防火対策として、住宅用

火災警報器の未設置世帯への設置対策や１０年を経過する住宅用火災警報器の取替

えの推奨などの総合的な予防行政を推進しています。 

 

主な行事（前年度） 

６月   危険物安全週間 

９月   防火ポスターコンクール 
１１月   甲種防火管理新規講習及び乙種防火管理講習 

         秋季火災予防運動 

１２月   年末防火運動 

１月   防災とボランティアの日及び防災とボランティア週間 

文化財防火デー及び文化財防火デー推進期間 

３月   春季火災予防運動
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３７ 
 

2．防火対象物の現況 

   （令和 5年 3月 31日現在） 

                           区分 

 

 用途  

防火対象 

物の棟数 

防火管理者

選 任 義 務 

事 業 所 数 

防火管理者 

選任届出数 

左記のうち中高層建築物数 

３

階 

４

階 

５

階 

６

階 

７階 

以上 

合

計 

1 
ｲ 劇 場 ・ 映 画 館 等 5  3  3  3  1        4  

ﾛ 公 会 堂 ・ 集 会 所 184  172  140  9  1  1      11  

2 

ｲ キ ャ バ レ ー ・ カ フ ェ ー 等                   

ﾛ 遊 技 場 ・ ダ ン ス ホ ー ル 6  5  4              

ﾊ 性 風 俗 営 業 店 舗 等                   

ﾆ カラオケボックス等個室店舗 1  1                

3 
ｲ 待 合 ・ 料 理 店 等 2  2  2  1          1  

ﾛ 飲 食 店 78  59  52  9  1        10  

4   百 貨 店 ・ 物 品 販 売 店 舗 等 164  92  77  7  2    1    10  

5 
ｲ 旅 館 ・ ホ テ ル 等 67  31  26  7  5  4  1  3  20  

ﾛ 寄 宿 舎 ・ 下 宿 ・ 共 同 住 宅 739  54  45  188  70  45  9  23  335  

6 

ｲ 病 院 ・ 診 療 所 等 58  20  19  7  4  6  3    20  

ﾛ 福祉施設(短期入所等施設)等 61  37  36  7  7  3  1    18  

ﾊ 福祉施設(通所施設)･保育所等 164  57  51  4  1  1      6  

ﾆ 幼 稚 園 ・ 特 別 支 援 学 校 等 22  7  7              

7   小 ･ 中 学 校 ・ 各 種 学 校 等 219  56  52  54  20  4    2  80  

8   図書館・博物館・美術館等 8  4  4  2          2  

9 
ｲ 

公衆浴場のうち・蒸気浴場・ 

熱 気 浴 場 ・ そ の 他 
                  

ﾛ ｲに掲げる公衆浴場以外のもの 1                  

10   車 両 の 停 車 場 等 5                  

11   神 社 ・ 寺 院 ・ 教 会 等 116  18  14  3  1        4  

12 
ｲ 工 場 ・ 作 業 場 678  47  44  49  10  3  1    63  

ﾛ 映画スタジオ・テレビスタジオ 1                  

13 
ｲ 自 動 車 車 庫 ・ 駐 車 場 51      2      1    3  

ﾛ 飛 行 機 等 の 格 納 庫                   

14   倉 庫 402      5          5  

15   前各号に該当しない事業所 578  65  54  77  16  1  1  2  97  

16 
ｲ 

特 定 用 途 に 供 す る 

複 合 用 途 防 火 対 象 物 
336  153  123  86  17  5  4  4  116  

ﾛ 
ｲ に 掲 げ る も の 以 外 の 

複 合 用 途 防 火 対 象 物 
177  24  18  55  18  7  4  2  86  

17   重 要 文 化 財 57                  

18   ア ー ケ ー ド 2                  

合   計 4,182  907  771  575  174  80  26  36 891 

３８ 
 

3．消防用設備等の設置状況 

（令和 5年 3月 31日現在） 

     消防用設備等の種別 

 

 

 

 

 用 途 

屋
内
消
火
栓
設
備 

ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー
設
備 

水
噴
霧
等
消
火
設
備 

屋
外
消
火
栓
設
備 

自
動
火
災
報
知
設
備 

非

常

警

報

設

備 

避 

難 

器 

具 

誘

 
 

導

 
 

灯 

消
防
機
関
へ
通
報
す
る 

火

災

報

知

設

備 

連

結

送

水

管 

1 
ｲ 劇 場 ・ 映 画 館 等 2       5 5   5     

ﾛ 公 会 堂 ・ 集 会 所 6   2   48 91 11 113   1 

2 

ｲ キ ャ バ レ ー ・ カ フ ェ ー 等                     

ﾛ 遊 技 場 ・ ダ ン ス ホ ー ル         6 5 4 6     

ﾊ 性 風 俗 営 業 店 舗 等                     

ﾆ カラオケボックス等個室店舗         2   1 2     

3 
ｲ 待 合 ・ 料 理 店 等         2     2     

ﾛ 飲 食 店 1   1   33 30 17 92     

4   百 貨 店 ・ 物 品 販 売 店 舗 等 11 14 11   87 73 3 151 1 1 

5 
ｲ 旅 館 ・ ホ テ ル 等 15 2     160 11 9 78 27 2 

ﾛ 寄 宿 舎 ・ 下 宿 ・ 共 同 住 宅 10   1   183 57 87 35   23 

6 

ｲ 病 院 ・ 診 療 所 等 7 9   2 34 12 13 57 19 4 

ﾛ 福祉施設(短期入所等施設)等 5 56 1   63 8 9 62 59 3 

ﾊ 福祉施設(通所施設)･保育所等 8 9     125 15 19 150 51   

ﾆ 幼 稚 園 ・ 特 別 支 援 学 校 等 4       19  7 19     

7   小 ･ 中 学 校 ・ 各 種 学 校 等 115   1   177 43 28 36   3 

8   図書館・博物館・美術館等 1   1   4 1 1 3     

9 
ｲ 

公衆浴場のうち・蒸気浴場・ 

熱 気 浴 場 ・ そ の 他 
                    

ﾛ ｲに掲げる公衆浴場以外のもの                     

10   車 両 の 停 車 場 等 1       3           

11   神 社 ・ 寺 院 ・ 教 会 等 1       11 16 1 4 1    

12 
ｲ 工 場 ・ 作 業 場 128   10 27 339 3 4 102 1 2 

ﾛ 映画スタジオ・テレビスタジオ         1           

13 
ｲ 自 動 車 車 庫 ・ 駐 車 場     12   13     1   1 

ﾛ 飛 行 機 等 の 格 納 庫                     

14   倉 庫 12     5 95    23 2   

15   前各号に該当しない事業所 34   7   131 34 23 104 7 2 

16 
ｲ 

特 定 用 途 に 供 す る 

複 合 用 途 防 火 対 象 物 
21 12 11   193 45 34 240 19 5 

ﾛ 
ｲ に 掲 げ る も の 以 外 の 

複 合 用 途 防 火 対 象 物 
4   1 1 32 9 15 21   1  

17   重 要 文 化 財         43       4    

18   ア ー ケ ー ド                     

合   計 386 102 59 35 1,809 458 286 1,306 191 48 

37



３８ 
 

3．消防用設備等の設置状況 

（令和 5年 3月 31日現在） 

     消防用設備等の種別 

 

 

 

 

 用 途 

屋
内
消
火
栓
設
備 

ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー
設
備 

水
噴
霧
等
消
火
設
備 

屋
外
消
火
栓
設
備 

自
動
火
災
報
知
設
備 

非

常

警

報

設

備 

避 
難 

器 

具 

誘
 

 

導

 
 

灯 
消
防
機
関
へ
通
報
す
る 

火

災

報

知

設

備 

連

結

送

水

管 

1 
ｲ 劇 場 ・ 映 画 館 等 2       5 5   5     

ﾛ 公 会 堂 ・ 集 会 所 6   2   48 91 11 113   1 

2 

ｲ キ ャ バ レ ー ・ カ フ ェ ー 等                     

ﾛ 遊 技 場 ・ ダ ン ス ホ ー ル         6 5 4 6     

ﾊ 性 風 俗 営 業 店 舗 等                     

ﾆ カラオケボックス等個室店舗         2   1 2     

3 
ｲ 待 合 ・ 料 理 店 等         2     2     

ﾛ 飲 食 店 1   1   33 30 17 92     

4   百 貨 店 ・ 物 品 販 売 店 舗 等 11 14 11   87 73 3 151 1 1 

5 
ｲ 旅 館 ・ ホ テ ル 等 15 2     160 11 9 78 27 2 

ﾛ 寄 宿 舎 ・ 下 宿 ・ 共 同 住 宅 10   1   183 57 87 35   23 

6 

ｲ 病 院 ・ 診 療 所 等 7 9   2 34 12 13 57 19 4 

ﾛ 福祉施設(短期入所等施設)等 5 56 1   63 8 9 62 59 3 

ﾊ 福祉施設(通所施設)･保育所等 8 9     125 15 19 150 51   

ﾆ 幼 稚 園 ・ 特 別 支 援 学 校 等 4       19  7 19     

7   小 ･ 中 学 校 ・ 各 種 学 校 等 115   1   177 43 28 36   3 

8   図書館・博物館・美術館等 1   1   4 1 1 3     

9 
ｲ 

公衆浴場のうち・蒸気浴場・ 

熱 気 浴 場 ・ そ の 他 
                    

ﾛ ｲに掲げる公衆浴場以外のもの                     

10   車 両 の 停 車 場 等 1       3           

11   神 社 ・ 寺 院 ・ 教 会 等 1       11 16 1 4 1    

12 
ｲ 工 場 ・ 作 業 場 128   10 27 339 3 4 102 1 2 

ﾛ 映画スタジオ・テレビスタジオ         1           

13 
ｲ 自 動 車 車 庫 ・ 駐 車 場     12   13     1   1 

ﾛ 飛 行 機 等 の 格 納 庫                     

14   倉 庫 12     5 95    23 2   

15   前各号に該当しない事業所 34   7   131 34 23 104 7 2 

16 
ｲ 

特 定 用 途 に 供 す る 

複 合 用 途 防 火 対 象 物 
21 12 11   193 45 34 240 19 5 

ﾛ 
ｲ に 掲 げ る も の 以 外 の 

複 合 用 途 防 火 対 象 物 
4   1 1 32 9 15 21   1  

17   重 要 文 化 財         43       4    

18   ア ー ケ ー ド                     

合   計 386 102 59 35 1,809 458 286 1,306 191 48 
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4．防火対象物の査察状況 

（令和 4年度中） 

            署・市町別 

 

 

 

 用 途 

防火対象物数 査察件数 

  
亀 岡 

消防署 
園部消防署 

 
 

亀 岡 

消防署 
園部消防署 

  

亀

岡

市 

南

丹

市 

京
丹
波
町 

亀

岡

市 
南

丹

市 

京
丹
波
町 

1 
ｲ 劇 場 ・ 映 画 館 等 5  2 2  1         

ﾛ 公 会 堂 ・ 集 会 所 184  68 85  31  35 15 19 1 

2 

ｲ キ ャ バ レ ー ・ カ フ ェ ー 等               

ﾛ 遊 技 場 ・ ダ ン ス ホ ー ル 6  2 1  3        

ﾊ 性 風 俗 営 業 店 舗 等               

ﾆ カラオケボックス等個室店舗 1  1            

3 
ｲ 待 合 ・ 料 理 店 等 2  2            

ﾛ 飲 食 店 78  52 17  9  31 19 6 6 

4   百 貨 店 ・ 物 品 販 売 店 舗 等 164  117 30  17  16 14 2   

5 
ｲ 旅 館 ・ ホ テ ル 等 67  24 30  13  27 13 13 1 

ﾛ 寄 宿 舎 ・ 下 宿 ・ 共 同 住 宅 739  494 223  22  106 57 48 1 

6 

ｲ 病 院 ・ 診 療 所 等 58  42 13  3  11  10 1    

ﾛ 福祉施設(短期入所等施設)等 61  28 25  8  1  1     

ﾊ 福祉施設(通所施設)･保育所等 164  76 67  21  23  10 10  3  

ﾆ 幼 稚 園 ・ 特 別 支 援 学 校 等 22  9 13    2  1 1    

7   小 ･ 中 学 校 ・ 各 種 学 校 等 219  96 92  31  62 44 15 3 

8   図書館・博物館・美術館等 8  4 4    4 2 2   

9 
ｲ 

公衆浴場のうち・蒸気浴場・ 

熱 気 浴 場 ・ そ の 他 
               

ﾛ ｲに掲げる公衆浴場以外のもの 1  1             

10   車 両 の 停 車 場 等 5  2 3           

11   神 社 ・ 寺 院 ・ 教 会 等 116  49 52  15  13 5 7 1 

12 
ｲ 工 場 ・ 作 業 場 678  342 212  124  93 44 37 12 

ﾛ 映画スタジオ・テレビスタジオ 1     1         

13 
ｲ 自 動 車 車 庫 ・ 駐 車 場 51  19 16  16  4 2   2 

ﾛ 飛 行 機 等 の 格 納 庫               

14   倉 庫 402  194 120  88  38 19 14 5 

15   前各号に該当しない事業所 578  247 205  126  68 22 31 15 

16 

ｲ 
特 定 用 途 に 供 す る 

複 合 用 途 防 火 対 象 物 
336 192 102 42 54  32  13  9  

ﾛ 
ｲ に 掲 げ る も の 以 外 の 

複 合 用 途 防 火 対 象 物 
177 96 57 24 37 15 16 6 

17  重 要 文 化 財 57 20 28 9 36  16  14  6  

18  ア ー ケ ー ド 2 2             

合  計 4,182 2,181 1,397 604 661 341 249 71 
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5．確認同意の状況 

（令和 4年度中） 

          署･市町別 

 

 

 項目 

亀岡消防署 園 部 消 防 署 

合  計 

亀岡市 南丹市 京丹波町 

新  築 83 29 6 118 

増  築 18   18 

改  築 2 1  3 

移  転     

修  繕     

模 様 替     

用途変更 2 1  3 

そ の 他      

合   計 105 31 6 142 
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6．危険物施設の状況 

（令和 5年 3月 31日現在） 

               署・市町別 

 

 施設別  

亀岡消防署 園 部 消 防 署 

合 計 
亀岡市 南丹市 京丹波町 

製   造   所 2 1 6 9 

  屋 内 貯 蔵 所 41 25 18 84 

貯 屋 外 タ ン ク 貯 蔵 所 9 6 2 17 

  屋 内 タ ン ク 貯 蔵 所 1 1 3 5 

蔵 地 下 タ ン ク 貯 蔵 所 38 62 22 122 

  簡 易 タ ン ク 貯 蔵 所         

所 移 動 タ ン ク 貯 蔵 所 17 20 7 44 

  屋 外 貯 蔵 所 4 2 1 7 

  小  計 110 116 53 279 

取 給 油 取 扱 所 33 24 18 75 

  第 一 種 販 売 取 扱 所   1   1 

扱 第 二 種 販 売 取 扱 所         

  一 般 取 扱 所 24 17 11 52 

所 小  計 57 42 29 128 

合  計 169 159 88 416 

 

7．危険物施設の類別状況 

（令和 5年 3月 31日現在） 

    施設別 

 

 

類別  

製

造

所 

貯  蔵  所 取    扱    所 

合 
 

計 

屋 
 
 

内 

屋
外
タ
ン
ク 

屋
内
タ
ン
ク 

地
下
タ
ン
ク 

簡
易
タ
ン
ク 

移
動
タ
ン
ク 

屋 
 
 

外 

小 

計 

給 
 
 

油 

第
一
種
販
売 

第
二
種
販
売 

一 
 
 

般 

小 

計 

  第１類 2 1             1           3 

単 第２類   1             1           1 

  第３類   1             1           1 

  第４類 5 80 17 5 122  44 7 275 75     51 126 406 

独 第５類   1            1           1 

  第６類                               

混   在 2                   1   1 2 4 

合  計 9 84 17 5 122   44 7 279 75 1   52 128 416 
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8．危険物施設の数量別状況 

（令和 5年 3月 31日現在）  

      施設別 

 

 

 

 

 

 数量別  

製

造

所 

貯  蔵  所 取  扱  所 

合 
 
 

計 

屋

内

貯

蔵

所 

屋
外
タ
ン
ク
貯
蔵
所 

屋
内
タ
ン
ク
貯
蔵
所 

地
下
タ
ン
ク
貯
蔵
所 

簡
易
タ
ン
ク
貯
蔵
所 

移
動
タ
ン
ク
貯
蔵
所 

屋

外

貯

蔵

所 

小 
 

計 

給

油

取

扱

所 

第
一
種
販
売
取
扱
所 

第
二
種
販
売
取
扱
所 

一

般

取

扱

所 

小 
 

計 

    5 倍以下 3 38 3 2 67   42 5 157 10     21 31 191 

    5 倍を超え 

   10 倍以下      
3 27 6 3 27   1 2 66 3     21 24 93 

   10 倍を超え 

   50 倍以下 
1 13 8   23   1   45 21 1   10 32 78 

   50 倍を超え 

  100 倍以下 
2 5    3       8 8       8 18 

  100 倍を超え 

  150 倍以下 
       2       2 7       7 9 

  150 倍を超え 

  200 倍以下 
  1             1 8       8 9 

  200 倍を超え 

1,000 倍以下 
                  18       18 18 

合    計 9 84 17 5 122   44 7 279 75 1   52 128 416 
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9．危険物施設の査察状況 

（令和 4年度中） 

                 署所別 

 施設別  

亀岡消防署 園部消防署 合  計 

施設数 件 数 施設数 件 数 施設数 件 数 

製    造    所 2  2 7  6  9  8 

貯 

蔵 

所 

屋 内 貯 蔵 所 41  18 43  16 84  34 

屋 外 タ ン ク 貯 蔵 所 9  8 8  3 17 11 

屋 内 タ ン ク 貯 蔵 所 1   4  1  5  1  

地 下 タ ン ク 貯 蔵 所 38 18 84 24 122 42 

簡 易 タ ン ク 貯 蔵 所             

移 動 タ ン ク 貯 蔵 所 17  6 27 10 44 16 

屋 外 貯 蔵 所 4  2 3    7  2  

小  計 110 52 169 54  279 106 

取 

扱 

所 

給 油 取 扱 所 33  21 42  16 75  37 

第 一 種 販 売 取 扱 所     1   1   

第 二 種 販 売 取 扱 所             

一 般 取 扱 所 24 16 28 11 52 27 

小  計 57  37 71 27 128 64 

 合   計 169 91 247 87 416 178 

 
 
10．危険物事務処理状況 

（令和 4年度中） 

                   項目 

 施設別  
施設数 

許  可 完成検査 
仮使用 

設 置 変 更 設 置 変 更 

製   造   所 9 1 5 1 2 3 

貯 
 

蔵 
 

所 
屋 内 貯 蔵 所 84 1 5 4 2 1 

屋 外 タ ン ク 貯 蔵 所 17      

屋 内 タ ン ク 貯 蔵 所 5      

地 下 タ ン ク 貯 蔵 所 122 1 2  2 2 

簡 易 タ ン ク 貯 蔵 所       

移 動 タ ン ク 貯 蔵 所 44      

屋 外 貯 蔵 所 7      

小  計 279 2 7 4 4 3 

取 

扱 

所 

給 油 取 扱 所 75  17  18 16 

第 一 種 販 売 取 扱 所 1      

第 二 種 販 売 取 扱 所       

一 般 取 扱 所 52 1 15 1 16 18 

小  計 128 1 32 1 34 34 

合    計 416 4 44 6 40 40 
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1．住民が安心できる消防体制の充実 

近年、社会経済情勢や地域環境の変化に伴い、消防に対するニーズが増加・多

様化する一方、災害態様は複雑・大規模化し、地震や台風、局地的大雨などの

自然災害はもとより、感染症への対策も大きな課題となっています。 

こうした消防を取り巻く環境が変化するなか、安全と安心を住民の皆様に提

供するための施策を積極的に展開していくことが求められています。 

当消防本部では、住民生活の安全確保を基本とした高度救急業務を全署所で

展開するとともに、消防車両や資機材等の充実を図り、消防機動力・消防活動

体制の強化に努めていきます。 

 

主な行事（前年度） 
 

６月   危険物安全週間 

９月   救急の日及び救急医療週間 

１１月   秋季火災予防運動 

１２月   年末防火運動 

１月   防災とボランティアの日及び防災とボランティア週間 

     文化財防火デー及び文化財防火デー推進期間 

３月   春季火災予防運動 
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2．消防車両等配置状況 

(令和 5年 4月１日現在） 

    車両別 

 

 

 

 署所別 

ポ

ン

プ

車 

タ

ン

ク

車 

化

 

学

 

車 

は

し

ご

車 

救

助

工

作

車 

高
規
格
救
急
車 

指

令

車 

査

察

車 

広

報

車 

連

絡

車 

資
機
材
搬
送
車 

非
常
用
消
防
車 

消

火

・

通

報 

訓

練

指

導

車 
非
常
用
救
急
車 

合

計 

消 防 本 部             1       1      2 

亀 岡 消 防 署 2 1 1 1 1 2 1 3 1 1   1  1 16 

  本 署 1 1   1 1 1 1 3 1     1  1 12 

  東 分 署 1   1     1       1        4 

園 部 消 防 署 5 1   1   5 1 1 2 4   1  1 22 

  本 署 1 1   1   1 1 1 2     1  1 10 

  八 木 出 張 所 1         1       1        3 

  日 吉 出 張 所 1         1       1        3 

  美 山 出 張 所 1         1       1        3 

  丹 波 出 張 所 1         1       1        3 

合    計 7 2 1 2 1 7 3 4 3 5 1 2  2 40 
※ 亀岡消防署本署、美山出張所及び丹波出張所のポンプ車は、水槽付き 

 
3．消防応援協定の状況 

消防相互応援協定 

大規模火災、爆発、その他特殊な火災等が発生し、管轄する消防機関の消防力では防ぐ

ことが著しく困難な不測の事態に対応することを目的として、消防組織法の規定に基づき、

隣接市町等と消防相互応援協定を締結しています。 

                           （ ）内は初期の締結年月日等 

協定市町等 締結年月日 

 

内  容 

茨木市・亀岡市 
平成１８年 ６月１４日 

（昭和 59年 3月 31日） 

火災・救急・救助業務 

（火災・救急業務） 

能勢町・亀岡市・豊中市 
平成２７年 ４月 １日 

（昭和 59年 3月 31日） 

火災・救急・救助・その他業務 

（火災・救急業務） 

亀岡市・箕面市・豊能町 
平成２８年 ４月 １日 

（昭和 59年 3月 31日） 

火災・救急・救助・その他業務 

（火災・救急業務） 

京都市・亀岡市 
平成１８年 ７月 １日 

（昭和 62年 8月 31日） 

火災・救急・救助業務 

（火災・救急・救助業務） 

京都市・南丹市 平成１８年 ７月 １日 火災・救急・救助業務 

高槻市・亀岡市 
平成１９年 ２月 １日 

（昭和 59年 3月 31日） 

水火災・救急・救助業務 

（火災・救急業務） 

45



４６ 
 

協定市町等 締結年月日 

 

内  容 

若 狭 消 防 組 合 
平成２０年 ３月 １日 
（昭和 58年 11月 1日） 

火災・救急・救助・その他業務 
（火災・救急業務） 

篠 山 市 
平成２０年 ３月 １日 

（平成 11年 7月 1日） 
火災・救急・救助・その他業務 
（火災・救急・救助・その他業務） 

福 知 山 市 
平成２０年 ４月 １日 

（昭和 59年 9月 1日） 
火災・救急・救助・その他業務 

（火災・救急・救助業務） 

綾 部 市 
平成２０年 ４月 １日 
（昭和 58年 12月 1日） 

火災・救急・救助・その他業務 
（火災・救急業務） 

高 島 市 平成２６年 ４月 １日 火災・救急・救助・その他業務 

 

京都府広域消防相互応援協定 
隣接市町等の消防力をもってしても防ぎょ困難な大規模災害等及び特殊災害等に対応す

ることを目的として、京都府内の市町村及び消防一部事務組合と広域消防相互応援協定を

締結しています。                    （ ）内は初期の締結年月日等 

協定市町等 締結年月日 内  容 

京都府全域 
令和２年 ３月２７日 
（平成元年 12月 1日） 

大規模災害・特殊災害 

（災害全般） 

 
京都縦貫自動車道（宮津天橋立インターチェンジから丹波インターチェンジ

まで）及び山陰近畿自動車道（一般国道３１２号）における消防相互応援協定 
京都縦貫自動車道の宮津天橋立インターチェンジから丹波インターチェンジまでの間及

び山陰近畿自動車道の宮津天橋立インターチェンジから京丹後大宮インターチェンジまで

の間の道路上における災害時の対応策として、綾部市、舞鶴市、宮津与謝消防組合及び京

丹後市と消防相互応援協定を締結しています。       （ ）内は初期の締結年月日等 

協定市町等 締結年月日 内  容 

綾部市・舞鶴市・宮津 

与謝消防組合・京丹後市 
平成２８年１０月３０日 
（平成 20年 9月 13日） 

火災・救急・救助業務 

 

京都縦貫自動車道（大原野インターチェンジから篠インターチェンジまで）

消防相互応援に関する申合せ書 
京都縦貫自動車道の大原野インターチェンジから篠インターチェンジまでの間の道路上

における災害時の対応策として、京都市消防局との間で申合せ書を締結しています。 

協定市町等 締結年月日 内  容 

京都市消防局 平成２５年 ４月２１日 火災・救急・救助業務 

 
緊急消防援助隊の登録 
国内で発生した地震等の大規模災害において、被災地の迅速な人命救助活動を実施する

緊急消防援助隊に救助隊１隊、消火隊２隊、救急隊２隊及び特殊装備隊１隊の計６隊を登

録しています。 
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4．火災概要 

区       分 令和 4年 令和 3 年 増減（△減） 

火災件数（件） 

建 物 火 災 32  16  16 

林 野 火 災    

車 両 火 災 5  4  1 

そ の 他 火 災 8  4  4 

計 45  24  21 

損害額（千円） 

建 物 火 災 282,400  40,884  241,516 

林 野 火 災    

車 両 火 災 398  882  △ 484 

そ の 他 火 災 872  549  323 

計 283,670  42,315  241,355 

焼  損  面  積 

建 床面積 （㎡） 3,627  599  3,028 

物 表面積 （㎡） 59  10  49 

林      野 （ａ） 24   24 

そ の 他 （㎡） 12,476  325  12,151 

焼損棟数（棟） 

全 焼 16  13  3 

半 焼 6  1  5 

部 分 焼 8  9  △ 1 

ぼ や 13  6  7 

計 43  29  14 

り災世帯数（世帯） 

全 損 7  2  5 

半 損 1   1 

小 損 9  7  2 

計 17  9  8 

り 災 人 員 （人） 32  18  14 

死傷者（人） 
死 者 2  1  1 

負 傷 者 9  4  5 

１件平均損害額 
建 物 火 災 (千円) 8,825  2,555  6,270 

建物火災以外 (千円) 98  179  △ 81 

出火率(人口 1万人あたりの出火件数) 3.4 1.8 1.6 
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5．市町別火災状況 
（令和 4年中） 

     火災種別 

 

  市町別 

建     物 林      野 車  両 そ の 他 合  計 

亀 岡 市 15   2  3  20  

南 丹 市 13   2  3  18  

京 丹 波 町 4    2  6  

管 外   1   1  

合   計 32   5  8  45  

 

 

6．署所別火災状況 
（令和 4年中） 

     火災種別 

 

 署所別 

建   物 林   野 車   両 そ の 他 合   計 

亀岡消防署 15  1 3 19 

  本 署 12   1  2  15  

  東 分 署 3    1  4  

園部消防署 17  4 5 26 

  本 署 6   2   8  

  八木出張所 3   1  3  7  

  日吉出張所 1   1   2  

  美山出張所 3     3  

  丹波出張所 4    2  6  

合  計 32  5 8 45 
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7．月別火災状況 

（令和 4年中） 

    月別 

 

火災種別 

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10 月 11月 12月 合計 

建   物 3 3 3 6 4 2 2 2  3 1 3 32 

林   野              

車   両       1 1 1 1 1  5 

そ の 他  2 2 1 1   1 1    8 

合  計 3 5 5 7 5 2 3 4 2 4 2 3 45 

 

8．曜日別火災状況 

（令和 4年中） 

   曜日別 

 

火災種別  

日 月 火 水 木 金 土 不明 合 計 

建   物 13 4 4 4 5  2  32 

林   野          

車   両   1 2  1 1  5 

そ の 他 3 1 1  2  1  8 

合   計 16 5 6 6 7 1 4  45 
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9．発生時間別火災状況  
（令和 4年中） 

      火災種別 

 

 時間別 

建     物 林     野 車     両 そ の 他 合  計 

０ ～ ２ 1     1  

２ ～ ４ 3     3  

４ ～ ６ 1     1  

６ ～ ８ 4     4  

  ８ ～ １０ 1   1   2  

１０ ～ １２ 3   1  1  5  

１２ ～ １４ 4    3  7  

１４ ～ １６ 5    2  7  

１６ ～ １８    1  1  

１８ ～ ２０ 2   1   3  

２０ ～ ２２ 3    1  4  

２２ ～ ２４ 2   1   3  

不    明 3   1   4  

合  計 32   5  8  45  

 

10．原因別火災状況 

（令和 4年中） 

       火災種別 

 

 出火原因別  

建    物 林    野 車    両 そ の 他 合  計 

  た ば こ   2    2 

  焼 却 炉   1    1 

  ス ト ー ブ   4    4 

 電 気 機 器  3    3 

 電 気 装 置  1  1  2 

 た き 火  3   6 9 

  溶 接 機 ・ 切 断 機  2    2 

 放 火   2    2 

 放 火 の 疑 い     1 1 

 そ の 他  2  3  5 

  不 明 ・ 調 査 中   12  1 1 14 

  合   計   32  5 8 45 
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11．救急概要 
          年別 

 

 区分  

令和 4年 令和 3年 増 減 

    ( △ 減 ) 

出  動 件 数 7,704  6,291  1,413 

搬  送  人  員 7,140  5,952  1,188 

不 取 扱 い 609  367  242 

  火       災 17  3  14 

  自 然 災 害  1  △ 1 

  水       難 2  2   

事 交       通 534  440  94 

故 労 働 災 害 74  76  △ 2 

種 運 動 競 技 62  45  17 

別 一 般 負 傷 1,242  1,062  180 

出 加       害 15  18  △ 3 

動 自 損 行 為 75  50  25 

件 急       病 5,058  3,971  1,087 

数 

そ 

の 

他 

転 院 搬 送 551  546  5 

  医 師 搬 送    

  資機材等輸送    

  そ  の  他 74  77  △ 3 

１日平均出動件数 21.1 17.2 3.9 

１日平均搬送人員 19.6 16.3 3.3 
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12．市町別救急出動状況 

（令和 4年中） 
    事故種別 

 

 市町別 

交    通 一般負傷 急    病 そ の 他 合  計 

亀  岡  市 303  783  3,135  477  4,698  

南  丹  市 168  304  1,305  267  2,044  

京 丹 波 町 60  146  595  124  925  

管    外 3  9  23  2  37  

合    計 534  1,242  5,058  870  7,704  

 

13．署所別救急出動状況 

（令和 4年中） 

    事故種別 

 

 署所別  

交  通 一般負傷 急  病 そ の 他 合  計 

亀 岡 消 防 署 254  662  2,595  415  3,926  

  

本 署 150  375  1,535  184  2,244  

東 分 署 104  287  1,060  231  1,682  

園 部 消 防 署 280  580  2,463  455  3,778  

  本      署 72  148  662  102  984  

  八木出張所 89  196  836  132  1,253  

  日吉出張所 39  73  277  77  466  

  美山出張所 30  30  163  35  258  

  丹波出張所 50  133  525  109  817  

合   計 534  1,242  5,058  870  7,704  
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14．月別救急出動状況 
（令和 4年中） 

    月別 

 

事故種別 

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計 

交  通 32  28  37  55  45  57  49  53  44  44  49  41  534  

一般負傷 97  88  83  91  109  83  118  108  116  112  110  127  1,242  

急  病 401  395  381  373  361  396  484  554  389  389  417  518  5,058  

そ の 他 67  69  71  91  68  73  72  86  71  63  60  79  870  

合  計 597  580  572  610  583  609  723  801  620  608  636  765  7,704  

 

15．傷病程度別搬送状況 

（令和 4年中） 
   傷病程度 

 

事故種別 

死  亡 重  症 中等症 軽  症 その他 合 計 

交  通 9  30  55  419  2  515  

一般負傷 12  173  200  789  1  1,175  

急  病 163  587  1,347  2,608  4  4,709  

そ の 他 17  141  374  208  1  741  

合  計 201  931 1,976 4,024  8  7,140  
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16．覚知時間別救急出動状況 

（令和 4年中） 

    事故種別 

 

 時間別 

交    通 一般負傷 急    病 その他 合  計 

０  ～  ２ 8 25 217 19 269 

２  ～  ４ 6 28 194 15 243 

４  ～  ６ 10 32 216 6 264 

６  ～  ８ 35 79 365 17 496 

 ８  ～ １０ 64 151 641 70 926 

１０ ～ １２ 73 176 579 135 963 

１２ ～ １４ 88 156 550 188 982 

１４ ～ １６ 84 175 496 150 905 

１６ ～ １８ 74 162 546 102 884 

１８ ～ ２０ 53 132 530 81 796 

２０ ～ ２２ 23 85 411 55 574 

２２ ～ ２４ 16 41 313 32 402 

合   計 534  1,242  5,058  870  7,704  

 

17．年齢別搬送人員状況 

（令和 4年中） 
    年齢別 

 

 事故種別 

新 生 児 

28 日以内 

乳 幼 児 

 7歳未満 

少  年 

18 才未満 

成  人 

65才未満 

高 齢 者 

65 才以上 
合  計 

交  通  9  51  291  164  515  

一般負傷  89  40  154  892  1,175  

急  病 3  163  104  1,028  3,411  4,709  

そ の 他 4  8  34  224  471  741  

合  計 7  269  229  1,697  4,938  7,140  
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18．救助概要 

          年 別 

 

 区分  

令和 4年 令和 3年 増減(△減) 

出  動  件  数  （件） 111 106 5 

救  助  人  員  （人） 58 40 18 

事
故
種
別
出
動
件
数 

(

件
） 

火 災    

交 通 事 故 36 32 4 

水 難 事 故 1 3 △ 2 

自 然 災 害 事 故    

機 械 に よ る 事 故 2 3 △ 1 

建物等による事故 20 20  

ガス及び酸欠事故 2 1 1 

破 裂 事 故    

そ の 他 の 事 故 50 47 3 
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19．市町別救助出動状況 

（令和 4年中） 

           市町別 

 

 

 事故種別 

亀岡市 南丹市 京丹波町 管  外 合  計 

 火         災       

 交  通  事  故  18 12 6  36 

 水  難  事  故  1    1 

 自 然 災 害 事 故       

 機械による事故  2    2 

 建物等による事故  11 7 2  20 

 ガス及び酸欠事故  2    2 

 破  裂  事  故       

 そ の 他 の 事 故  36 7 4 3 50 

 合    計  70 26 12 3 111 

 

20．月別救助出動状況 

(令和 4年中) 

    月別 

 

 署別  

1月 2月 3月 4月 5月 6 月 7月 8月 9月 10 月 11月 12月 合計 

亀岡消防署 3  11  8  6  4  7  10  6  3  4  3  5  70  

園部消防署 4  5  5  2  2  5  5  3   3  3  1  38  

管 外      2   1      3  

合  計 7  16  13  8  6  14  15  10  3  7  6  6  111  
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21．市民（町民）救急員及び応急手当普及員の状況 

当消防本部では、管内における救命率を向上させるために不可欠なバイスタ

ンダーを育成するため、ＡＥＤの使用方法を始めとした応急手当の知識、技術

を習得できる普通救命講習や小学校、中学校及び高等学校における応急手当普

及員の養成を行い、応急手当の普及啓発に努めています。 

なお、令和４年度中は、新型コロナウイルス感染症による感染拡大防止を図

るため、消防本部主催の講習を中止しました。 

 

 

  普通救命講習の受講状況（市民（町民）救急員） 

 

 
令和３年度 令和４年度 

令和４年度末 

の延べ人数 

 

受講者 

 

 

５８ 

 

５４８ 

 

４１，０２４ 

   ※各年度の受講者は、再講習を含む。 

 

  応急手当普及員講習の受講状況 

 

 
令和３年度 令和４年度 

令和４年度末 

の延べ人数 

 

受講者 

 

９ 

 

０ 

 

１１５ 

   ※各年度の受講者は、再講習を含む。 
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21．市民（町民）救急員及び応急手当普及員の状況 

当消防本部では、管内における救命率を向上させるために不可欠なバイスタ

ンダーを育成するため、ＡＥＤの使用方法を始めとした応急手当の知識、技術

を習得できる普通救命講習や小学校、中学校及び高等学校における応急手当普

及員の養成を行い、応急手当の普及啓発に努めています。 

なお、令和４年度中は、新型コロナウイルス感染症による感染拡大防止を図

るため、消防本部主催の講習を中止しました。 

 

 

  普通救命講習の受講状況（市民（町民）救急員） 

 

 
令和３年度 令和４年度 

令和４年度末 

の延べ人数 

 

受講者 

 

 

５８ 

 

５４８ 

 

４１，０２４ 

   ※各年度の受講者は、再講習を含む。 

 

  応急手当普及員講習の受講状況 

 

 
令和３年度 令和４年度 

令和４年度末 

の延べ人数 

 

受講者 

 

９ 

 

０ 

 

１１５ 

   ※各年度の受講者は、再講習を含む。 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 
指   令 
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大規模災害への対応 
 

・大規模災害時の柔軟な指令台運用 
・指令制御装置の完全二重化  
・映像伝送装置 

 
・１１９番メール受信装置 
・１１９番ＦＡＸ受信装置 
・５ヶ国受付対応装置 
・１１９番通報等多言語同時通訳 
・災害時要援護者情報との連携 
・Ｎｅｔ１１９緊急通報システム 
災害時要援護者への対応 

 
・支援情報管理システム 
・Ｅメール指令システム 
・多目的情報表示盤 
・車両運用端末装置への情報提供 
 

情報の集約化・効率化 

1．住民を守る災害情報体制の充実 

近年の社会情勢や気候の変動等により、災害の形態や様相は複雑多様化する

など、消防を取り巻く環境は大きく変化しており、より高度な災害対応能力が

求められています。 

このような状況の中、当消防組合では「高機能消防指令システム」を運用し、 

１１９番通報から出動指令までの迅速化を図り、必要な情報を瞬時に活動隊に

提供することで、より確実な現場活動を行っています。 

また、令和元年６月から「１１９番通報等多言語同時通訳事業」を運用開始

し、管内の外国人観光客や就労、居住される外国人の方に安心して暮らしてい

ただける体制強化にも努めるとともに、同年１０月からは、会話に不自由な  

聴覚・言語機能障がい者のうち、文字情報等による意思疎通が可能な方を対象

として、いつでも全国どこからでも音声によらない緊急通報を行うことができ

る「Ｎｅｔ１１９緊急通報システム」を導入し、聴覚・言語機能障がい者の   

一層の安全・安心の向上に努めています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   
 
 
 
 

現場到着時間の短縮 
 

・出動車両運用管理装置 
・統合型位置情報通知システム 
・音声合成装置による出動指令 

高機能 
消防指令システム 
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機  器  名 数量 備  考 

１ 指令装置 

指令台 ２台 ２席 

多目的情報端末、受付補助端末含む 

   

自動出動指定装置 ３式 

地図等検索装置 ３式 

支援情報検索装置 １式 

長時間録音装置 １台 

非常用指令装置 １台 

指令制御装置 １台 

署所端末装置 ７式 

地図データ １式 

携帯電話・ＩＰ電話受信転送装置 １式 

２ 

 

表示盤 

車両運用表示盤 １面 

７０インチＬＣＤ 支援情報表示盤 １面 

多目的情報表示盤 １面 

３ 無線統制台 １式 指令台と同じ機能 

４ 

気象情報収集装置(消防本部) １式  

気象Ｗｅｂサーバ(消防本部) １式 

気象観測装置 ２式 

５ 災害情報等自動案内装置 １式  

６ 順次指令装置 １式  

７ 音声合成装置 １式  

８ 救急医療情報収集装置 １式  

９ 

 

 

出動車両 

運用管理装置 

管理装置 ２式  

経路探索装置 １式 

車両運用端末装置 32式 

車外設定端末装置 15式 

ループトップアンテナ 32式 

無線ＬＡＮ装置 10式 

10 システム監視装置 １式  

11 統合型位置情報通知システム １式  

12 ネットワーク設備 １式  

13 映像伝送装置 映像情報収集・表示装置 １式  

14 その他 

Ｅメール指令システム １式  

１１９番ＦＡＸ受信装置 １式 

１１９番メール受信装置 １式 

Ｎｅｔ１１９緊急通報システム １式 

１１９番着信表示装置 １式 

１１９番受付緊急通報 ７式 

車両状況設定装置 

 

 

７式 

2．指令システムの現況 
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3．消防無線電話配置状況 

（令和 5年 4月 1日現在） 

                       区分 

 

 所属  

  超  短  波  無  線  電  話  機 

合 計 
基 地 局 

移    動    局 

  車両搭載 携    帯 

消  防  本 部 9 4  2   3 

亀 岡 消 防 署 本 署 19   10  9 

  東 分 署 8   4  4 

園 部 消 防 署 本 署 14   9  5 

  八 木 出 張 所 5   3  2 

  日 吉 出 張 所 5   3  2 

  美 山 出 張 所 5   3  2 

  丹 波 出 張 所 5   3  2 

合   計 70 4  37  29 
 

4．月別１１９番着信状況 

（令和 4年中） 

月別 

種別 
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 合計 

火  災 9 8 15 18 22 11 6 9 3 8 2 9 120 

救急・救助 555 522 526 544 559 561 693 756 592 570 596 732 7,206 

その他災害 8 7 5 6 2 8 14 22 5 4 10 15 106 

問 合 せ 41 35 25 33 38 31 66 66 41 28 37 40 481 

試  験 27 33 36 25 41 59 53 31 54 39 17 34 449 

いたずら 1 2 1 3 4 8 2 2 4 6 11 7 51 

間 違 い 24 18 45 29 33 22 20 22 23 16 22 20 294 

そ の 他 86 69 97 110 92 70 108 97 80 90 76 116 1,091 

合  計 751 694 750 768 791 770 962 1,005 802 761 771 973 9,798 
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5．ドクターヘリ要請件数 

（令和 4年中） 

  
 
 
 
 
 
 
 

 

 月 

種別 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 合計 

火  災      1       1 

自然災害              

水  難              

交  通 1 6 1 4  3 3  1 2 3 1 25 

労働災害   2  1  2      5 

運動競技              

一般負傷 1 1    1  1     4 

加  害              

自損行為           1  1 

急  病  1   1 1 1     1 5 

そ の 他              

合  計 2 8 3 4 2 6 6 1 1 2 4 2 41 
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消 防 団 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 





６２ 
 

1．消防団との連携強化 

近年、産業構造の高度化や多様化に伴い、予測しがたい災害の発生危険が増

大するとともに、災害態様も複雑多様化の傾向にあり、大規模災害等が発生し

た場合、地域における消防団の重要性は、ますます高まってきています。 

消防団は、地域に密着した防災活動機関として各種の災害に従事し、常日頃

から地域防災の中核として広範囲な活動を展開するなど、地域における防災体

制の一翼を担っています。また、水災や震災等の広域災害が発生した場合には、

消防署と一体となった効果的な活動が期待されています。 

このようなことから、当消防本部では、常備消防と消防団との間に京都中部

広域消防連絡協議会を設置し、定期的な情報交換、合同訓練等を実施して、意

思の疎通と連携強化に努め、現場活動の円滑な推進に努めています。 
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2．管内消防団の現況 

（令和 5年 4月 1日現在） 

市 町 別 消防団数 消防支団数 消防分団数 
団 員 数 

定 数 実 数 

亀 岡 市 1     19   900   858  (25) 

南 丹 市 1   4   19   1,550   1,319  (30) 

京丹波町 1   3   16   900   693  (3)  

合    計 3   7   54   3,350   2,870  (58) 

                        実数の（ ）内は、女性消防団員（内数）を示す 
 
3．階級別消防団員数 

（令和 5年 4月 1日現在） 

市 町 別 団長 副団長 
分(支) 

団長 

副分(支) 

団長 
部長 班長 団員 合 計 

亀 岡 市 1  2  19  19  36  73  708 858 

南 丹 市 1  11  22 37 94 116 1,038 1,319 

京丹波町 1  6 16  25  36  36  573 693 

合    計 3 19 57 81 166 225 2,319 2,870 

 
4．消防施設等の配置状況 

（令和 5年 4月 1日現在） 

市 町 別 
消防ポンプ  

自  動  車 

小型動力ポ

ンプ積載車 

小型動力   

ポ ン プ 
消防団車庫 そ の 他 

亀 岡 市 1   49   75   74   2 

南 丹 市 17   87   94   105     

京丹波町 3   53 3 61    

合  計 21   189 172   240   2  
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京都中部広域消防組合消防本部 
 

                            〒621-0851  京都府亀岡市荒塚町 1丁目 9番 1号 
                                      TEL(0771) 22-9580 
                                      FAX(0771) 23-4535 
    

 

亀岡消防署  〒621-0851 亀岡市荒塚町 1丁目 9番 1号  
                                     TEL(0771) 22-0119 
                                     FAX(0771) 23-4535 

東 分 署  〒621-0826 亀岡市篠町篠向谷 5番地の 1  
                                     TEL(0771) 23-0119 
                                     FAX(0771) 25-0119 

園部消防署  〒622-0011 南丹市園部町上木崎町大将軍 19番地 2 
                                     TEL(0771) 62-0119 
                                     FAX(0771) 62-1719 

八木出張所  〒629-0141 南丹市八木町八木河原 20番地 30 
                                     TEL(0771) 42-3119 
                                     FAX(0771) 42-2119 

日吉出張所  〒629-0311 南丹市日吉町胡麻イカガヘラ 13番地 9 
                                     TEL(0771) 74-0119 
                                     FAX(0771) 74-1119 

美山出張所  〒601-0755 南丹市美山町静原石橋 8番地  
                                     TEL(0771) 75-0119 
                                     FAX(0771) 75-2119 

丹波出張所  〒622-0203 船井郡京丹波町富田長野 40番地 3 
                                     TEL(0771) 82-0119 
                                     FAX(0771) 82-0170 






